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平成２５年第１回砂川市議会定例会

平成２５年３月１４日（木曜日）第４号

〇議事日程

開議宣告

日程第 １ 議案第１３号 砂川市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定について

議案第１５号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

等の基準に関する条例の制定について

議案第１６号 砂川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営等の基準に関する条例の制定について

議案第１７号 砂川市道路の構造の技術的基準等に関する条例の制定につい

て

議案第１８号 砂川市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために

必要な公園施設の設置の技術的基準に関する条例の制定につ

いて

議案第１４号 砂川市立病院専用水道に係る水道技術管理者の資格に関する

条例の制定について

議案第２５号 砂川市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

議案第１９号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２０号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例等の一部を改正する条例の制定について

議案第２１号 砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等の一部を

改正する条例の制定について

議案第２２号 砂川市職員諸給与条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２３号 砂川市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２４号 砂川市学童保育条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２６号 砂川市ごみ処理場条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２７号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２８号 砂川市下水道条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２９号 石狩川流域下水道効果促進事業（汚泥等受入施設建設事業）

に対する支援に関する事務の委託に関する規約の制定につい

て

議案第３０号 砂川市地域交流センターの指定管理者の指定について

議案第３１号 砂川市ふるさと活性化プラザの指定管理者の指定について
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議案第３２号 議決事項の変更について

議案第 ７号 平成２５年度砂川市一般会計予算

議案第 ８号 平成２５年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成２５年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成２５年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成２５年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成２５年度砂川市病院事業会計予算

延会宣告

〇本日の会議に付した事件

日程第 １ 議案第１３号 砂川市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定について

議案第１５号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

等の基準に関する条例の制定について

議案第１６号 砂川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営等の基準に関する条例の制定について

議案第１７号 砂川市道路の構造の技術的基準等に関する条例の制定につい

て

議案第１８号 砂川市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために

必要な公園施設の設置の技術的基準に関する条例の制定につ

いて

議案第１４号 砂川市立病院専用水道に係る水道技術管理者の資格に関する

条例の制定について

議案第２５号 砂川市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

議案第１９号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２０号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例等の一部を改正する条例の制定について

議案第２１号 砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等の一部を

改正する条例の制定について

議案第２２号 砂川市職員諸給与条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２３号 砂川市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２４号 砂川市学童保育条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２６号 砂川市ごみ処理場条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２７号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２８号 砂川市下水道条例の一部を改正する条例の制定について
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議案第２９号 石狩川流域下水道効果促進事業（汚泥等受入施設建設事業）

に対する支援に関する事務の委託に関する規約の制定につい

て

議案第３０号 砂川市地域交流センターの指定管理者の指定について

議案第３１号 砂川市ふるさと活性化プラザの指定管理者の指定について

議案第３２号 議決事項の変更について

議案第 ７号 平成２５年度砂川市一般会計予算

議案第 ８号 平成２５年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成２５年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成２５年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成２５年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成２５年度砂川市病院事業会計予算

〇出席議員（１３名）

議 長 東 英 男 君 副議長 飯 澤 明 彦 君

議 員 一ノ瀬 弘 昭 君 議 員 増 井 浩 一 君

水 島 美喜子 君 多比良 和 伸 君

増 田 吉 章 君 土 田 政 己 君

小 黒 弘 君 北 谷 文 夫 君

尾 崎 静 夫 君 沢 田 広 志 君

辻 勲 君

〇欠席議員（１名）

議 員 増 山 裕 司 君

〇 議 会 出 席 者 報 告 〇

１．本議会に説明のため出席を求めた者は次のとおりである。

砂 川 市 長 善 岡 雅 文

砂川市教育委員会委員長 高 橋 仁 美

砂 川 市 監 査 委 員 奥 山 昭

砂川市選挙管理委員会委員長 其 田 晶 子

砂 川 市 農 業 委 員 会 会 長 奥 山 俊 二

２．砂川市長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

副 市 長 角 丸 誠 一

市 立 病 院 長 小 熊 豊
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総 務 部 長
湯 浅 克 己

兼 会 計 管 理 者

市 民 部 長 高 橋 豊

経 済 部 長 栗 井 久 司

経 済 部 審 議 監 田 伏 清 巳

建 設 部 長 金 田 芳 一

建 設 部 審 議 監 古 木 信 繁

建 設 部 技 監 山 梨 政 己

市 立 病 院 事 務 局 長 小 俣 憲 治

市 立 病 院 事 務 局 審 議 監 佐 藤 進

市 立 病 院 事 務 局 審 議 監 氏 家 実

総 務 課 長 安 田 貢

広 報 広 聴 課 長 熊 崎 一 弘

３．砂川市教育委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

教 育 長 井 上 克 也

教 育 次 長 森 下 敏 彦

４．砂川市監査委員の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

監 査 事 務 局 局 長 中 出 利 明

５．砂川市選挙管理委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

選挙管理委員会事務局長 湯 浅 克 己

６．砂川市農業委員会会長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

農 業 委 員 会 事 務 局 長 栗 井 久 司

７．本議会の事務に従事する者は次のとおりである。

事 務 局 長 河 端 一 寿

事 務 局 次 長 高 橋 伸 二

事 務 局 主 幹 佐 々 木 純 人

事 務 局 主 幹 吉 川 美 幸
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開議 午前１０時００分

◎開議宣告

〇議長 東 英男君 おはようございます。ただいまから本日の会議を開きます。

本日の会議に欠席の届け出のあった方を事務局長に報告させます。

事務局長。

〇議会事務局長 河端一寿君 本日の会議に欠席と届け出のありました議員は、増山裕司

議員であります。

〇議長 東 英男君 議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

直ちに議事に入ります。

◎日程第１ 議案第１３号 砂川市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定に

ついて

議案第１５号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営等の基準に関する条例の制定について

議案第１６号 砂川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営等の基準に関する条例の制定につ

いて

議案第１７号 砂川市道路の構造の技術的基準等に関する条例の制

定について

議案第１８号 砂川市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化

のために必要な公園施設の設置の技術的基準に関す

る条例の制定について

議案第１４号 砂川市立病院専用水道に係る水道技術管理者の資格

に関する条例の制定について

議案第２５号 砂川市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

議案第１９号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第２０号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例等の一部を改正する条例の制定について

議案第２１号 砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等

の一部を改正する条例の制定について

議案第２２号 砂川市職員諸給与条例の一部を改正する条例の制定

について

議案第２３号 砂川市手数料条例の一部を改正する条例の制定につ
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いて

議案第２４号 砂川市学童保育条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第２６号 砂川市ごみ処理場条例の一部を改正する条例の制定

について

議案第２７号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第２８号 砂川市下水道条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第２９号 石狩川流域下水道効果促進事業（汚泥等受入施設建

設事業）に対する支援に関する事務の委託に関する

規約の制定について

議案第３０号 砂川市地域交流センターの指定管理者の指定につい

て

議案第３１号 砂川市ふるさと活性化プラザの指定管理者の指定に

ついて

議案第３２号 議決事項の変更について

議案第 ７号 平成２５年度砂川市一般会計予算

議案第 ８号 平成２５年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成２５年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成２５年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成２５年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成２５年度砂川市病院事業会計予算

〇議長 東 英男君 日程第１、議案第１３号 砂川市新型インフルエンザ等対策本部条

例の制定について、議案第１５号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営等の基準に関する条例の制定について、議案第１６号 砂川市指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例の制定について、議案第

１７号 砂川市道路の構造の技術的基準等に関する条例の制定について、議案第１８号

砂川市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な公園施設の設置の技術

的基準に関する条例の制定について、議案第１４号 砂川市立病院専用水道に係る水道技

術管理者の資格に関する条例の制定について、議案第２５号 砂川市病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正する条例の制定について、議案第１９号 砂川市職員定数条例の

一部を改正する条例の制定について、議案第２０号 議会の議員その他非常勤の職員の公

務災害補償等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について、議案第２１号 砂川

市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例の制定について、議
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案第２２号 砂川市職員諸給与条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２３号

砂川市手数料条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２４号 砂川市学童保

育条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２６号 砂川市ごみ処理場条例の一

部を改正する条例の制定について、議案第２７号 砂川市都市公園条例の一部を改正する

条例の制定について、議案第２８号 砂川市下水道条例の一部を改正する条例の制定につ

いて、議案第２９号 石狩川流域下水道効果促進事業（汚泥等受入施設建設事業）に対す

る支援に関する事務の委託に関する規約の制定について、議案第３０号 砂川市地域交流

センターの指定管理者の指定について、議案第３１号 砂川市ふるさと活性化プラザの指

定管理者の指定について、議案第３２号 議決事項の変更について、議案第７号 平成２

５年度砂川市一般会計予算、議案第８号 平成２５年度砂川市国民健康保険特別会計予算、

議案第９号 平成２５年度砂川市下水道事業特別会計予算、議案第１０号 平成２５年度

砂川市介護保険特別会計予算、議案第１１号 平成２５年度砂川市後期高齢者医療特別会

計予算、議案第１２号 平成２５年度砂川市病院事業会計予算の２６件を一括議題といた

します。

各議案に対する提案者の説明を求めます。

市民部長。

〇市民部長 高橋 豊君 （登壇） 私から議案第１３号、議案第１５号、議案第１６号、

議案第２４号、議案第２６号、議案第２９号の６議案についてご説明申し上げます。

初めに、議案第１３号 砂川市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定についてご説

明申し上げます。

制定の理由でありますが、新型インフルエンザ等対策特別措置法が公布されたことに伴

い、新型インフルエンザ等緊急事態宣言がなされた場合に設置する、砂川市新型インフル

エンザ等対策本部に関し必要な事項を定めるため、本条例を制定しようとするものであり

ます。新型インフルエンザ等の等につきましては、新感染症が想定されており、新感染症

では平成１５年４月にいわゆるサーズが指定されております。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市新型インフルエンザ等対策本部条例

についてご説明申し上げます。

第１条は、趣旨の定めであり、この条例は新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定

に基づき、砂川市新型インフルエンザ等対策本部に関し必要な事項を定めるものでありま

す。

第２条は、組織の定めであり、第１項は砂川市新型インフルエンザ等対策本部長は砂川

市新型インフルエンザ等対策本部の事務を総括し、所属の職員を指揮監督するものであり

ます。

第２項は対策本部の副本部長について、第３項は対策本部の本部員について、第４項は

必要な職員を置くことができることについて、第５項は職員を市長が任命することについ
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ての定めであります。

なお、新型インフルエンザ等対策特別措置法第３５条において、本部長は市町村長、本

部員に副市長、教育長、消防長が定められております。

第３条は、会議の定めであり、第１項は本部長は対策本部における情報交換及び連絡調

整を円滑に行うため、必要に応じ、対策本部の会議を招集するものであります。

第２項は、本部長は当該出席者に対し、意見を求めることができる定めであります。

第４条は、部の定めであり、第１項は本部長は必要と認めるときは対策本部に部を置く

ことができるものであります。

第２項から第４項は、本部員の指名及び部長の役割の定めであります。

第５条は、本部長への委任の定めであり、前各条に定めるもののほか、対策本部に関し

必要な事項は本部長が定めるものであります。

附則として、この条例は、法の施行の日から施行するものであります。

なお、法の施行日につきましては、平成２５年５月１０日までに施行される予定であり

ます。また、法施行後に国及び北海道による行動計画の策定を受けて市町村行動計画を策

定する予定でありますので、この計画の中で本部員及び部の役割等について定める予定で

あります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１５号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営等の基準に関する条例の制定についてご説明申し上げます。

制定の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律及び介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一

部を改正する法律の施行に伴う介護保険法の改正により、指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準等について市の条例で定めるため、本条例を制定しよ

うとするものであります。

このことに関しまして若干ご説明を加えさせていただきます。条例の制定に当たりまし

ては、市内における当該サービスの実施及び事業所の有無にかかわらず、対象となる全て

のサービスに係る人員等の基準を条例で定めることとなっております。また、本条例は介

護保険法の規定による省令を基本に制定するものでありますので、本条例制定に伴い介護

保険者である砂川市及びサービス事業者が行うサービスの実施内容に変更はないことから、

対象となる要介護認定者への影響はありません。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営等の基準に関する条例についてご説明申し上げます。

３ページをお開き願います。第１章は、総則であります。第１条は、趣旨の定めであり、

この条例は介護保険法の規定に基づき、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営等に関する基準を定めるものであります。
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第２条は、定義の定めであり、この条例において第１号から第４号までに掲げる用語の

意義は当該各号に定めるものとし、４ページになります。第２項では、第１項に定めるも

ののほか、この条例で使用する用語は法で使用する用語の例によるものであります。

第３条は、指定地域密着型介護老人福祉施設の指定に関する入所定員の定めであり、本

条例で定める数は２９人以下とするものであります。

第４条は、指定地域密着型サービス事業者の指定に関する申請者の定めであり、本条例

で定める者は法人とするものであります。

第５条は、指定地域密着型サービスの事業の一般原則の定めであり、第１項は指定地域

密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立った

サービスの提供に努めなければならないとするものであります。

第２項は、指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運営す

るに当たっては、地域との結びつきを重視し、他の地域密着型サービス事業者または居宅

サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者並びに市との連

携に努めなければならないとするものであります。

第２章は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の定めであり、事業内容は重度者を初め

とした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、訪問介護と訪問看護が連携した定期巡回型

訪問と随時対応を行う２４時間対応の定期巡回・随時対応サービスであり、本市におきま

しては訪問介護及び訪問看護で定期対応を行っており、現時点での需要がほとんどないた

め、実施しておりません。

第１節の第６条及び第７条は、基本方針等であります。

５ページから７ページになります。第２節の第８条及び第９条は、人員に関する基準で

あります。

７ページになります。第３節の第１０条は、設備に関する基準であります。

８ページから１８ページになります。第４節の第１１条から第４４条は、運営に関する

基準であります。

１８ページから１９ページになります。第５節の第４５条及び第４６条は、連携型指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員及び運営に関する基準の特例であります。

１９ページになります。第３章は、夜間対応型訪問介護の定めであり、事業内容は要介

護者の身体介護及び生活援助等在宅での生活に対する支援を夜間に定期及び随時行うもの

で、本市におきましては訪問介護で夜間の定期対応を行っておりますが、現時点での需要

はほとんどありません。

第１節の第４７条及び第４８条は、基本方針等であります。

２０ページになります。第２節の第４９条及び第５０条は、人員に関する基準でありま

す。

２１ページになります。第３節の第５１条は、設備に関する基準であります。
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２１ページから２４ページになります。第４節の第５２条から第６１条は、運営に関す

る基準であります。

２４ページになります。第４章は、認知症対応型通所介護の定めであり、事業内容は認

知症、要介護者の入浴等の身体介護、生活支援及び機能訓練を日帰りで行うもので、本市

におきましては単独型指定認知症対応型通所介護として、もの忘れデイりんごの里がサー

ビス事業所となっております。

２５ページになります。第１節の第６２条は、基本方針であります。

第２節は、人員及び設備に関する基準であります。

２５ページから２７ページになります。第１款の第６３条から第６５条は、単独型指定

認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対応型通所介護の定めであります。

２７ページから２８ページになります。第２款の第６６条から第６８条は、共用型指定

認知症対応型通所介護の定めであります。

２８ページから３２ページになります。第３節の第６９条から第８２条までは、運営に

関する基準であります。

３２ページになります。第５章は、小規模多機能型居宅介護の定めであり、事業内容は

要介護者の状況や希望に応じて、通いを中心に随時訪問や泊まりを組み合わせてサービス

を提供するものでありますが、本市におきましてはサービス事業者がいない状況でありま

す。

第１節の第８３条は、基本方針であります。

３３ページから３５ページになります。第２節の第８４条から第８６条は、人員に関す

る基準であります。

３６ページになります。第３節の第８７条及び第８８条は、設備に関する基準でありま

す。

３７ページから４３ページになります。第４節の第８９条から第１１０条は、運営に関

する基準であります。

４４ページになります。第６章は、認知症対応型共同生活介護の定めであり、事業内容

は認知症により常に見守りや指示が必要な状態で、自宅で生活することが困難な要介護者

がグループホームに居住し、日常生活の介護や機能訓練を行います。本市におきましては、

なの花すながわ、すずらんに加えて本年３月にはりんごの里が開設し、３施設がそれぞれ

１８床で、合計５４床でのサービスを行う予定であります。

第１節の第１１１条は、基本方針であります。

４４ページから４５ページになります。第２節の第１１２条から第１１４条は、人員に

関する基準であります。

４６ページになります。第３節の第１１５条は、設備に関する基準であります。

４６ページから５１ページになります。第４節の第１１６条から第１３０条は、運営に
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関する基準であります。

５１ページになります。第７章は、地域密着型特定施設入居者生活介護の定めであり、

事業内容は日常生活のお世話や機能訓練を行うケアハウスや有料老人ホーム等であり、本

市におきましては通常の施設はありますが、地域密着型の定員２９名以下の施設はありま

せん。

第１節の第１３１条は、基本方針であります。

５１ページから５３ページになります。第２節の第１３２条及び第１３３条は、人員に

関する基準であります。

第３節の第１３４条は、設備に関する基準であります。

５４ページから５９ページになります。第４節の第１３５条から第１５１条は、運営に

関する基準であります。

５９ページになります。第８章は、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の定め

であり、事業内容は居宅における介護が困難な要介護者に対し日常生活上のお世話、機能

訓練、健康管理及び療養上のお世話を行う施設で、本市におきましては通常の施設である

福寿園はありますが、地域密着型の定員２９名以下の施設はありません。

第１節の第１５２条は、基本方針であります。

６０ページになります。第２節の第１５３条は、人員に関する基準であります。

６２ページになります。第３節の第１５４条は、設備に関する基準であります。

６３ページから７１ページになります。第４節の第１５５条から第１７９条は、運営に

関する基準であります。

７２ページになります。第５節は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本

方針並びに設備及び運営に関する基準であり、第１款の第１８０条及び第１８１条はこの

節の趣旨及び基本方針であります。

第２款の第１８２条は、設備に関する基準であります。

７４ページから７７ページになります。第３款の第１８３条から第１９１条は、運営に

関する基準であります。

７８ページになります。第９章は、複合型サービスの定めであり、事業内容は小規模多

機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせて実施するサービスでありますが、本市におきま

しては実施事業者はおりません。

第１節の１９２条は、基本方針であります。

７８ページから８０ページになります。第２節の第１９３条から第１９５条は、人員に

関する基準であります。

第３節の第１９６条から第１９７条は、設備に関する基準であります。

８１ページから８４ページになります。第４節の第１９８条から第２０４条は、運営に

関する基準であります。
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８４ページになります。附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するも

のであります。

第２条から第５条は、経過措置の定めであり、第２条は介護保険法施行令等の一部を改

正する政令の規定により指定認知症対応型通所介護事業者とみなされた者に係る適用につ

いてであります。

第３条から第５条は、一般病床、精神病床等を有する病院等を平成３０年３月３１日ま

での間に指定地域密着型介護老人福祉施設に転換し、開設しようとする場合においての食

堂等の面積及び基準等の定めであります。

８７ページ及び８８ページには、附属説明資料として砂川市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例施行規則を添付しておりますので、ご高

覧の上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１６号 砂川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営等の基準に関する条例の制定についてご説明申し上げます。

制定の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律及び介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一

部を改正する法律の施行に伴う介護保険法の改正により、指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準等について市の条例で定めるため、本条例を

制定しようとするものであります。

このことに関しまして若干ご説明を加えさせていただきます。条例の制定に当たりまし

ては、市内における当該介護予防サービスの実施及び事業所の有無にかかわらず、対象と

なる全ての介護予防サービスに係る人員等の基準を条例で定めることとなっております。

また、本条例は介護保険法の規定による省令を基本に制定するものでありますので、本条

例制定に伴い介護保険者である砂川市及び介護予防サービス事業者が行う介護予防サービ

スの実施内容に変更はないことから、対象となる要支援認定者への影響はありません。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例についてご説明申し上げます。

第１章は、総則であります。第１条は、趣旨の定めであり、この条例は介護保険法の規

定に基づき、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基

準を定めるものであります。

第２条は、定義の定めであり、この条例において第１号から第４号までに掲げる用語の

意義は当該各号に定めるところとし、３ページになります。第２項では、第１項に定める

もののほか、この条例で使用する用語は法で使用する用語の例によるものであります。

第３条は、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する申請者の定めであり、

本条例で定める者は法人とするものであります。

第４条は、指定地域密着型介護予防サービスの事業の一般原則の定めであり、第１項は
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指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用

者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならないとするものであります。

第２項は、指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サービ

スの事業を運営するに当たっては、地域との結びつきを重視し、他の地域密着型介護予防

サービス事業者または介護予防サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービ

スを提供する者並びに市との連携に努めなければならないとするものであります。

第２章は、介護予防認知症対応型通所介護の定めであり、事業内容は認知症の要支援者

の介護予防を目的としたサービスを日帰りで行うもので、本市におきましては単独型指定

介護予防認知症対応型通所介護として、もの忘れデイりんごの里がサービス事業所となっ

ております。

第１節の第５条は、基本方針であります。

第２節は、人員及び設備に関する基準であります。

３ページから５ページになります。第１款の第６条から第８条は、単独型指定介護予防

認知症対応型通所介護及び併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の定めであり、６ペ

ージ及び７ページになります。第２款の第９条から第１１条は、共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護の定めであります。

７ページから１５ページになります。第３節の第１２条から第４１条までは、運営に関

する基準であります。

１５ページ及び１６ページになります。第４節の第４２条及び第４３条は、介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準であります。

１７ページになります。第３章は、介護予防小規模多機能型居宅介護の定めであり、事

業内容は要支援者の状況や希望に応じて通いを中心に随時訪問や泊まりを組み合わせて介

護予防サービスを提供するものでありますが、本市におきましては介護予防サービス事業

者がいない状況であります。

第１節の第４４条は、基本方針であります。

１７ページから２０ページになります。第２節の第４５条から第４７条は、人員に関す

る基準であります。

２０ページ及び２１ページになります。第３節の第４８条及び第４９条は、設備に関す

る基準であります。

２１ページから２６ページになります。第４節の第５０条から第６６条は、運営に関す

る基準であります。

２６ページから２８ページになります。第５節の第６７条から第７０条は、介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準であります。

２８ページになります。第４章は、介護予防認知症対応型共同生活介護の定めであり、

事業内容は認知症による要支援２の者がグループホームに居住し、日常生活の中で介護予
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防を行います。本市におきましては、なの花すながわ、すずらんに加えて本年３月にはり

んごの里が開設し、３施設がそれぞれ１８床で、合計５４床でのサービスを行う予定であ

ります。

第１節の第７１条は、基本方針であります。

２９ページ及び３０ページになります。第２節の第７２条から第７４条は、人員に関す

る基準であります。

第３節の第７５条は、設備に関する基準であります。

３１ページから３４ページになります。第４節の第７６条から第８７条は、運営に関す

る基準であります。

３４ページから３６ページになります。第５節の第８８条から第９１条は、介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準であります。

３６ページになります。附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するも

のであります。

第２条は、経過措置の定めであり、介護保険法施行令等の一部を改正する政令の規定に

より指定介護予防認知症対応型通所介護事業者とみなされた者に係る適用についてであり

ます。

３７ページ及び３８ページには、附属説明資料として砂川市指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例施行規則を添付しておりますの

で、ご高覧の上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２４号 砂川市学童保育条例の一部を改正する条例の制定について

ご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、学童保育所通所児童の保護者負担を軽減するため、本条例の

一部を改正しようとするものであります。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市学童保育条例の一部を改正する条例

でありますが、改正の内容につきましては３ページ、附属説明資料の新旧対照表によりご

説明申し上げます。向かいまして左が現行、右が改正後となっております。改正部分につ

きましては、アンダーラインを表示しております。

第６条は、保育料の定めであり、第１項の現行、月額１万円及び４００円を改正後は月

額９，０００円及び３５０円に改めるものであります。

第２項の現行、日額８００円を改正後は日額７００円に改めるものであります。

第２項第１号の現行、月額限度額１万２，０００円を月額限度額１万５００円に、第２

号の現行、限度額１万２，０００円を改正後は限度額１万５００円に、第３号の現行、限

度額８，０００円を改正後は限度額７，０００円にそれぞれ改めるものであります。

附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。
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続きまして、議案第２６号 砂川市ごみ処理場条例の一部を改正する条例の制定につい

てご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う廃棄物の処理及び清掃に関する法律の改正

により、市が設置する一般廃棄物処理施設に置く技術管理者の資格基準を定めるため、本

条例の一部を改正しようとするものであります。

これまで市が設置する一般廃棄物処理施設に置く技術管理者の資格に関する基準は、国

の政令で定められておりましたが、今回の法律改正により地方公共団体において条例で定

めることとなったものであります。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市ごみ処理場条例の一部を改正する条

例でありますが、改正の内容につきましては５ページ附属説明資料の新旧対照表によりご

説明申し上げます。向かいまして左が現行、右が改正後となっております。改正部分につ

きましては、アンダーラインを表示しております。

第４条は、技術管理者の資格の定めであり、第１号は条例で定める資格を技術士法に規

定する技術士とするものであります。

以下、第２号から第１１号は記載のとおりであり、国の政令と同じ内容であります。

６ページをお開き願います。現行、第４条及び第５条を改正後はそれぞれ繰り下げ、第

５条、第６条に改めるものであります。

附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２９号 石狩川流域下水道効果促進事業（汚泥等受入施設建設事

業）に対する支援に関する事務の委託に関する規約の制定についてご説明申し上げます。

地方自治法第２５２条の１４第１項の規定により、砂川市と滝川市における石狩川流域

下水道効果促進事業に対する支援に関する事務の委託に関する規約を制定するものであり

ます。

制定の理由でありますが、石狩川流域下水道効果促進事業に対する支援に関する事務に

ついて、滝川市に当該事務を委託するため、本規約を制定しようとするものであります。

このことに関しまして若干ご説明を加えさせていただきます。石狩川流域下水道組合で

は、し尿等の共同処理を行うため、平成２７年４月の稼働を目指して石狩川流域下水道奈

井江浄化センターに、し尿等を直接投入することができる前処理施設の建設を進めており

ます。この建設に伴い、石狩川流域下水道効果促進事業交付金を受けるため、構成６市６

町から代表市を定める必要があることから、滝川市を事務処理等を行う代表市と定め、国

からの交付金を代表して受けることになります。代表市である滝川市が事業実施に当たっ

て事業実施主体となる石狩川流域下水道組合に交付金を交付し、さらに組合が北海道に工

事委託を行うものであります。この交付金及び事業実施の取り扱いについて、滝川市を受
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託市、砂川市を委託市として事務を執行しようとするものであります。

次ページをお開きいただきたいと存じます。石狩川流域下水道効果促進事業に対する支

援に関する事務の委託に関する規約の制定についてご説明申し上げます。

第１条は、委託の定めであり、砂川市は地方自治法の規定により、石狩川流域下水道効

果促進事業に対する支援に関する事務を滝川市に委託するものであります。

第２条は、委託事務の範囲の定めであり、砂川市は交付金の交付に関する事務及び付帯

事務について事務の管理及び執行を滝川市に委託するものであります。

第３条は、管理及び執行の方法の定めであり、委託事務の管理及び執行については滝川

市の条例及び規則その他の規程の定めるところとするものであります。

第４条は、経費の負担の定めであり、委託事務の管理及び執行に要する経費は砂川市の

負担とし、その年度に要した経費を滝川市に交付するものであります。経費の額及び交付

の時期は、滝川市長と砂川市長が協議して定めるものであり、経費の負担についてはあら

かじめ滝川市と砂川市との間で、その基本的な算定方法を定めるものであります。

第５条は、委託事務の収支の分別の定めであり、滝川市長は委託を受けた事務の管理及

び執行に係る収入及び支出については、滝川市歳入歳出予算において分別して計上するも

のであります。

第６条は、決算の場合の措置の定めであり、滝川市長は地方自治法の規定により決算の

要領を公表したときは、同時に委託事務に関する部分を砂川市長に通知するものでありま

す。

３ページになります。第７条は、連絡会議等の定めであり、滝川市長は連絡調整を図る

ため、必要があると認めるときは砂川市長と連絡会議を開くものとし、連絡会議のほか必

要に応じて事務関係者との調整会議を開くことができるとするものであります。

第８条は、条例等改廃の場合の措置の定めであり、委託事務に適用される滝川市の条例

等の全部または一部を改廃しようとする場合は、あらかじめ砂川市長に通知しなければな

らないものとし、改廃された場合は直ちに当該条例等を砂川市長に通知しなければならな

いものであり、これらの通知があったときは砂川市長は直ちに当該条例等を公表しなけれ

ばならないとするものであります。

第９条は、事務委託の廃止の定めであり、委託事務の全部または一部を廃止する場合は、

当該委託事務の管理及び執行に係る収支は、廃止の日をもってこれを打ち切り、滝川市長

がこれを決算するものとし、決算に伴って生ずる剰余金は速やかに砂川市に還付しなけれ

ばならないとするものであります。

附則として、この規約は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

第２項は、砂川市長は、この規約の告示の際、あわせて委託事務に関する滝川市の条例

等が砂川市に適用される旨及びこれらの条例を公表するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。
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〇議長 東 英男君 建設部長。

〇建設部長 金田芳一君 （登壇） 私のほうから議案第１７号、議案第１８号、議案第

２７号、議案第２８号の４議案についてご説明申し上げますが、この４議案制定等の理由

につきましては関連がございますので、若干ご説明を行いたいと存じます。

この４議案の制定等につきましては、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律、いわゆる地域主権改革一括法が制定され、

市が管理する道路、公園及び下水道の整備に関する技術的基準は市の条例で定めることと

なり、条例の制定等を行うものであります。条例の内容につきましては、これまで使用し

てきた国が定める技術的基準におおむね準じるところであり、補助対象の要件となるもの

であります。

それでは、議案第１７号 砂川市道路の構造の技術的基準等に関する条例の制定につい

てご説明申し上げます。

制定の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う道路法の改正により、市が管理する道路の

構造の技術的基準等を市の条例で定めるため、本条例を制定しようとするものであります。

次ページをお開き願います。砂川市道路の構造の技術的基準等に関する条例の概要につ

いてご説明申し上げます。

第１条は、趣旨の定めであり、この条例は市が管理する市道（以下「道路」という。）

の構造の技術的基準並びに道路標識の寸法を定めるものであります。

第２条は、定義の定めであり、この条例で使用する用語は道路法及び道路構造令におい

て規定する用語を用いるものであります。

第３条は、道路の区分の定めであり、道路の区分は道路構造令第３条を適用する定めで

あります。道路構造令第３条における道路の区分は、高速自動車道路から市町村道路まで

を第１種から第４種までに分類しており、当市の道路は市町村道の第３種の第３級、第４

級、第５級に、第４種の第３級及び第４級に該当するところであります。

第４条は、道路の構造の技術的基準の定めであり、道路の新設、改築時に適用する道路

の技術的基準は、次条から第３１条までに定める規定であります。

第５条は、道路用地の幅員の定めであり、自動車及び歩行者等の安全な通行の確保を考

慮した幅員の規定であります。

第６条は、車線等の定めであり、市町村道の第３種及び第４種の車道を構成する車線の

規定であります。

第２項は、道路の種類、地形等の状況により１車線で対応できる交通量が異なることか

ら、安全に通行できる１車線当たりの交通量を設計基準交通量とし、車線数を決定する規

定であり、３ページの第３項及び第４項は車線の幅員関係の規定であります。設計基準交

通量及び車線の幅員につきましては、表に記載のとおりであります。
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第７条は、車線の分離等の定めであり、交通安全上必要に応じて車線を分離する中央帯

を設ける規定であります。

第２項から第５項までは、中央帯の幅員及び規格の規定であります。

第８条は、路肩の定めであり、道路には車道に接続して路肩を設ける規定であります。

路肩は、舗装及び路盤等の保護または故障車が非常駐車するスペースであります。

第２項から第５項までは、路肩の幅員に関する規定であります。

４ページをお開き願います。第９条は、自転車歩行者道の定めであり、自動車の交通量

が多い第３種または第４種の道路には、自転車歩行者道を車道の両側に設ける規定であり

ます。

第２項から第４項までは、自転車歩行者道の幅員に関する規定であります。

第１０条は、歩道の定めであり、第４種（第４級を除く。）及び歩行者の交通量が多い

第３種（第５級を除く。）の道路には、両側に歩道を設ける規定であります。

第２項は、歩行者の交通量が少ない第３種または第４種第４級の道路には、交通安全上

必要がある場合は片側に歩道を設ける規定であり、第３項から第５項までは歩道の幅員に

関する規定であります。

第１１条は、除雪を勘案した道路の幅員の定めであり、道路の中央帯、路肩及び歩道等

の幅員は堆雪幅を設ける規定であります。

第１２条は、植樹帯の定めであり、第３種及び第４種の道路には、必要に応じ、植樹帯

を設ける規定であります。

５ページの第２項は、植樹帯の幅員の規定であり、第３項は植樹帯の樹種の選定、樹木

の配置等の規定であります。

第１３条は、設計速度の定めであり、設計速度は道路を設計する際、道路の勾配等の決

定に必要となるもので、道路の区分に応じた設計速度の規定であります。設計速度につき

ましては、表に記載のとおりであります。

第１４条は、車道の屈曲部の定めであり、折れ曲がった道路を車両が安全、円滑に通行

できるよう曲線の道路を設ける規定であります。

第１５条は、曲線半径の定めであり、道路の設計速度ごとに車両が安全に曲線の道路を

通過できるための曲線半径、これはカーブの緩さ、きつさあらわす値でありますが、曲線

半径の規定であります。曲線半径につきましては、表に記載のとおりであります。

第１６条は、曲線部の片勾配の定めであり、曲線部を通過する車両に働く遠心力を緩和

するために必要に応じて片勾配を設ける規定であります。

６ページをお開き願います。第１７条は、曲線部の斜線等の拡幅の定めであり、曲線部

を通過する車両の前輪と後輪とは異なった軌道となるため、車輪が道路から出ないよう斜

線等を拡幅する規定であります。

第１８条は、緩和区間の定めであり、車道の曲線部には車両通行の安全、円滑性を確保
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するため、道路線形が変わることによる急ハンドル操作等を防ぐため、曲線部を緩やかに

する緩和区間を設ける規定であります。

第２項は車道の曲線部に片勾配または拡幅する場合は緩和区間ですりつける規定であり、

第３項は設計速度に応じた緩和区間の規定で、緩和区間の長さにつきましては表に記載の

とおりであります。

第１９条は、視距の定めであり、視距は車両が安全に走行できるために障害物や対向車

を確認し、回避できる距離で、設計速度に応じた視距の規定であります。視距の長さにつ

きましては、表に記載のとおりであります。

第２０条は、横断勾配の定めであり、横断勾配は車両の進行方向の勾配で、勾配が変わ

る箇所には道路の区分及び設計速度に応じ横断勾配を設ける規定であります。横断勾配に

つきましては、７ページの表に記載のとおりであります。

第２１条は、縦断曲線の定めであり、横断勾配が変わる箇所を車両が円滑に走行できる

ように、縦断方向に曲線を設ける規定であります。

第２項は、設計速度と縦断曲線の形状に応じた縦断曲線の半径の規定であります。

８ページをお開き願います。第３項は、設計速度に応じた縦断曲線の長さの規定であり

ます。縦断曲線の半径及び長さにつきましては、表に記載のとおりであります。

第２２条は、舗装の定めであり、車道、中央帯、路肩及び歩道等は舗装を設ける規定で

あります。

第２項は、車道及び側帯に設ける舗装の構造に関する規定であります。

第２３条は、横断勾配の定めであり、横断勾配は道路の横方向の勾配で、車道、中央帯

及び路肩の路面水を排除するために設ける勾配の規定であります。横断勾配につきまして

は表に記載のとおりであり、第２項は歩道等の横断勾配の規定であります。

第２４条は、合成勾配の定めであり、合成勾配は縦断勾配と横断勾配等を合成した勾配

で、道路の曲線部分の勾配を車両の走行の安全性を考慮し、緩い勾配にする規定でありま

す。

第２５条は、排水施設の定めであり、道路の雨水を速やかに排除する排水施設を設ける

規定であります。

第２６条は、鉄道との平面交差の定めであり、ＪＲ函館線と道路が交差する踏切の構造

に関する規定であります。第１号は交差角の規定であり、第２号は道路の線形及び勾配の

規定、９ページの第３号は見通し区間の長さの規定であります。見通し区間の長さにつき

ましては、表に記載のとおりであります。

第２７条は、交通安全施設の定めであり、交通事故の防止を図るために必要がある場合

には、柵、照明施設、視線誘導標などを設置する規定であります。

第２８条は、自動車駐車場等の定めであり、安全な交通を確保するために必要がある場

合は自動車駐車場、自転車駐車場等の施設を設ける規定であります。
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第２９条は、防雪施設その他の防護施設の定めであり、積雪により交通に支障がある箇

所には流雪溝、ロードヒーティング等の融雪施設を設ける規定であります。

第２項は、落石、崩壊等により交通に支障等がある箇所には柵、擁壁等の防護施設を設

ける規定であります。

第３０条は、橋、その他これに類する構造の道路の定めであり、強固な鋼構造、コンク

リート構造とする規定であります。

第３１条は、附帯工事等の特例の定めであり、道路工事等により必要が生じた工事を施

行する場合は第８条、第１３条、第１４条、第２３条、第２５条、第２７条及び第２９条

の規定による基準が適当でない場合は、これらの基準によらないことができる特例の規定

であります。

第３２条は、道路に設ける道路標識の寸法の定めであり、案内標識、警戒標識等の寸法

は規則で定める規定であります。

１０ページをお開き願います。附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行

するものであります。

また、１１ページには附属説明資料として砂川市道路の構造の技術的基準等に関する条

例施行規則を添付しております。項目といたしましては、趣旨規定及び道路標識の寸法に

ついてでありますので、お目通しをいだだきたいと存じます。

以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１８号 砂川市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のため

に必要な公園施設の設置の技術的基準に関する条例の制定についてご説明申し上げます。

制定の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律の改正により、高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な公園施設

の設置の技術的基準を市の条例で定めるため、本条例を制定しようとするものであります。

次ページをお開き願います。砂川市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のため

に必要な公園施設の設置の技術的基準に関する条例の概要についてご説明申し上げます。

第１条は、趣旨の定めであり、この条例は高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律（以下「法」という。）に基づき、移動等の円滑化のために必要な公園施設の

設置に関する技術的基準を定めるものであります。

第２条は、定義の定めであり、この条例において使用する用語は法第２条において規定

する用語を用いるものであります。

第３条は、園路及び広場の定めであり、主として高齢者、障害者等、または不特定かつ

多数の者（以下「高齢者等」という。）が利用する園路及び広場を設ける場合、そのうち

１つ以上に設ける施設の設置基準の規定であります。第１号は出入り口の幅、車どめの間

隔及び構造の規定であり、第２号は使用通路の幅、縦横断勾配の基準及び構造の規定、３
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ページ、第３号は傾斜路の幅、縦横断勾配の基準及び構造の規定、第４号、第５号及び第

６号は階段等の安全対策に関する基準で、手すり、柵及び転落防止施設等を設置する規定

であります。

第４条は、休憩所及び管理事務所の定めであり、高齢者等が利用する休憩所を設ける場

合、そのうち１つ以上、または管理事務所を設ける場合の設置基準の規定であります。第

１号は、出入り口の幅及び構造の規定であります。４ページをお開き願います。第２号は

カウンターを設ける場合の構造の規定、第３号は車椅子使用者の利用に適した構造の規定、

第４号は便所を設ける場合、そのうち１つ以上は第６条第２項、第７条及び第８条の基準

に適合する規定であります。

第５条は、駐車場の定めであり、高齢者等が利用する駐車場には車椅子使用者が円滑に

利用することができる駐車施設（以下「車椅子使用者用駐車施設」という。）の駐車台数

の規定であります。

第２項は、車椅子使用者用の駐車施設の幅及び表示を設ける規定であります。

第６条は、便所の定めであり、高齢者等が利用する便所の設置基準の規定であります。

第１号は出入り口の幅及び構造の規定であり、第２号は床面の構造の規定、第３号は男子

用小便器の種類及び手すりを設ける規定、第４号は車椅子使用者の利用に適した構造の規

定であります。

第２項は、高齢者等が利用する便所を設ける場合、そのうち１つ以上に設ける便所の構

造の規定であり、第１号は便所内に高齢者、障害者等の利用に適した構造の便房を設ける

規定、第２号は男女兼用便所の構造の規定であります。

５ページ、第７条は、便房の定めであり、前条第２項第１号の便房の設置基準の規定で

あります。第１号は出入り口の構造の規定であり、第２号は高齢者、障害者等用の標識を

設ける規定、第３号及び第４号は腰かけ便座、手すり及び水洗器具を設ける規定でありま

す。

第２項は、前条第１項第１号エ及び第４号の規定は前項の便房について準用する規定で

あります。

第８条は、男女兼用便所の定めであり、第６条第２項第２号の男女兼用便所の構造は前

条第１項第１号、第３号及び第４号並びに第２項の規定を準用する規定であります。

第９条は、水飲み場及び手洗い場の定めであり、高齢者等が利用する水飲み場及び手洗

い場を設ける場合、そのうち１つ以上は高齢者、障害者等の利用に適した構造とする規定

であります。

第１０条は、掲示板及び標識の定めであり、高齢者等が利用する掲示板及び標識の構造

の基準の規定であります。第１号は高齢者、障害者等の利用に適した構造のものを設置す

る規定であり、第２号は表示された内容が容易に識別できるものとする規定であります。

第１１条は、一時使用目的の公園の施設の定めであり、災害等のため一時使用する公園
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施設の設置については、第３条から第１０条までの基準によらないことができる規定であ

ります。

附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２７号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

ご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う都市公園法の改正により、公園の配置及び

規模に関する技術的基準を市の条例で定めるため、本条例の一部を改正しようとするもの

であります。

次ページをお開き願います。砂川市都市公園条例の一部を改正する条例でありますが、

説明に当たりましては３ページの附属説明資料、新旧対照表でご説明申し上げます。表の

左が現行、右が改正後となっております。

第２条の次に第１章の２として、公園の設置を加えるものであります。

第２条の２は、公園の配置及び規模に関する技術的基準の定めであります。第１号は、

公園を設置する場合の公園分布の均衡及び災害の避難用に資するよう考慮するほか、配置

及び規模の規定であり、第１号アは街区公園、第１号イは近隣公園、第１号ウは総合公園、

運動公園の配置及び敷地面積のそれぞれの規定であります。第２号は、前号の公園以外の

公園を設置する場合の配置及び敷地面積の規定であります。

第２条の３は、公園施設の設置基準の定めであり、条例で定める公園敷地内に建てられ

る建築物の敷地面積と運動施設、教養施設及び備蓄倉庫等の災害応急対策に必要な施設を

設ける場合の建築物の敷地面積の規定であります。

４ページをお開き願います。附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行す

るものであります。

以上、よろしくご審議くださいますようお願いを申し上げます。

続きまして、議案第２８号 砂川市下水道条例の一部を改正する条例の制定についてご

説明申し上げます。

改正の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う下水道法の改正により、公共下水道の構造

の技術的基準を定めるため、本条例の一部を改正しようとするものであります。

次ページをお開き願います。砂川市下水道条例の一部を改正する条例でありますが、説

明に当たりましては５ページ、附属説明資料、新旧対照表でご説明申し上げます。表の左

が現行、右が改正後となっております。

第３条の次に第１章の２として公共下水道の構造の技術的基準を加えるものであります。

第３条の２は、公共下水道の構造の技術的基準は、次条から第３条の４までに定める規
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定であります。

第３条の３は、排水施設の定めであり、公共下水道の排水施設の構造の技術的基準の規

定であります。第１号から第４号までは排水施設は堅固で耐久性を有すること、また腐食

にも強く、耐水性を有する構造とする規定であり、第５号から第７号までは排水管渠の流

下能力及び構造の規定、第８号及び６ページの第９号はマンホールの設置及び構造に関す

る規定であります。

第３条の４は、適用除外の定めであり、前条の規定は一時的な仮設や災害のための緊急

処置として設ける公共下水道施設には適用しない規定であります。

附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 議案第１４号の提案説明は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午前１１時０４分

再開 午前１１時１４分

〇議長 東 英男君 休憩中の会議を開きます。

提案者の説明を求めます。

市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） 私のほうから議案第１４号、議案第２５号、

議案第１９号の３議案についてご説明申し上げます。

まず、議案第１４号 砂川市立病院専用水道に係る水道技術管理者の資格に関する条例

の制定についてご説明申し上げます。

制定の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う水道法の改正により、砂川市立病院の専用

水道に係る水道技術管理者の資格基準を定めるため、本条例を制定しようとするものであ

ります。

補足いたしますと、専用水道の設置者が地方公共団体である場合には、設置者は水道技

術管理者の資格基準を政令で定める要件を参酌して条例で定めることとされたものであり

ます。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市立病院専用水道に係る水道技術管理

者の資格に関する条例でありますが、第１条は趣旨の定めであり、この条例は水道法第３

４条第１項において準用する法第１９条第３項の規定に基づき、砂川市立病院の専用水道

に係る水道技術管理者の資格を定めるものであります。

第２条は、水道技術管理者の資格の定めであり、第１号から第１２号までの各資格基準

におきましては政令と同じ内容であります。

附則といたしまして、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。
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以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２５号 砂川市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、歯科を新設し、口腔内の治療及び診断を専門的に行い、医療

体制の充実及び地域医療の向上を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであり

ます。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市病院事業の設置等に関する条例の一

部を改正するもので、説明に当たりましては３ページ、附属説明資料の新旧対照表により

ご説明申し上げます。向かいまして左が現行、右が改正後となっております。改正部分に

つきましては、アンダーラインで表示しております。

第３条第２項は、診療科目を定めており、リハビリテーション科の次に歯科を追加する

ものであります。

歯科では、全身疾患と口腔病変との関連を診断し、口腔内科学的疾患の原因の探求及び

予防と治療を担当し、医療体制の充実を図るものであります。

なお、昨年１１月から北海道大学大学院歯学研究科口腔病態学講座口腔診断内科学より

週１回出張医が派遣され、入院療養中の患者様を中心に口腔ケアを積極的に行っていると

ころであります。

附則といたしまして、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１９号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

ご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、救命救急センターとしての医療体制の充実を図るため、本条

例の一部を改正しようとするものであります。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市職員定数条例の一部を改正するもの

で、説明に当たりましては３ページ、附属説明資料の条例新旧対照表によりご説明申し上

げます。向かいまして左が現行、右が改正後となっております。改正部分につきましては、

アンダーラインで表示しております。

第３条は、職員の定数の定めであり、第１号、市長の事務部局の職員８０１人を８１６

人に、イ、病院事業会計に属する職員６５０人を６６５人に改めるものであります。

職員の採用につきましては、新病院における医療体制の確保及び平成２３年１２月に救

命救急センターの指定を受けたことなどにより、段階的に採用を行いながら医療を展開し

てきたところでありますが、さらに急性期基幹病院として救急医療の拡充など診療体制の

充実と整備を図るとともに、さらなる高度医療、急性期医療に対応する必要があることか

ら、医師及び看護職員などの医療従事者を確保する必要があるため、病院事業会計に属す

る職員数を増員するものであります。
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附則といたしまして、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 （登壇） 私のほうから議案第２０号から議案第２２号までに

ついてご説明を申し上げます。

初めに、議案第２０号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

等の一部を改正する条例の制定についてご説明を申し上げます。

改正の理由は、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずる

ための関係法律の整備に関する法律の施行に伴い、障害者自立支援法の題名が障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律とされたため、議会の議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等に関する条例等の一部を改正しようとするものであります。

それでは、次ページをお開きいただきたいと存じます。議会の議員その他非常勤の職員

の公務災害補償等に関する条例等の一部を改正する条例でありますが、改正内容につきま

しては３ページ、議案第２０号附属説明資料の新旧対照表によりご説明を申し上げます。

向かいまして左側が現行、右側が改正後となっており、改正部分につきましてはアンダー

ラインを表示しております。

第１条は、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正で

あり、第１０条の２第２号中、障害者自立支援法を障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に改めるものであります。

第２条は、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正で

あり、第１０条の２第２号中、第５条第１２項を第５条第１１項に改めるものであります。

４ページをお開き願います。第３条は、砂川市障害程度区分審査会の委員の定数等を定

める条例の一部改正であり、第１条中、障害者自立支援法を障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に改めるものであります。

附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであり、ただし、第２

条の規定は、平成２６年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願いを申し上げます。

続きまして、議案第２１号 砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等の一部

を改正する条例の制定についてご説明を申し上げます。

改正の理由は、市長、副市長及び教育長の給料月額について、砂川市の財政状況及び地

域の経済事情等を考慮し、砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等の一部を改

正しようとするものであります。

それでは、次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市特別職の職員の給与及び

旅費に関する条例等の一部を改正する条例でありますが、改正内容につきましては３ペー

ジ、議案第２１号附属説明資料の新旧対照表によりご説明を申し上げます。向かいまして
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左側が現行、右側が改正後となっており、改正部分につきましてはアンダーラインを表示

しております。

第１条は、砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部改正であり、附則に

第２０項を加えるもので、第３条第１項各号の規定にかかわらず、平成２５年４月１日か

ら平成２７年３月３１日までの間に限り、給料月額並びに期末手当及び退職手当の計算の

基礎となる給料月額を、市長は月額７４万３，０００円、副市長は月額６０万８，９００

円に改正するものであります。これは、特別職の給料月額の改正で、本則と比べ市長は７

％、５万６，０００円を削減、副市長は５％、３万２，１００円を削減するものでありま

す。

第２条は、教育委員会教育長の給与及び勤務時間等に関する条例の一部改正であり、附

則に第９項を加えるもので、第３条の規定にかかわらず、平成２５年４月１日から平成２

７年３月３１日までの間に限り、給料月額並びに期末手当及び退職手当の計算の基礎とな

る給料月額を５４万４，１００円に改正するものであります。これは、教育長の給料月額

の改正で、本則と比べ３％、１万６，９００円を削減するものであります。

附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願いを申し上げます。

続きまして、議案第２２号 砂川市職員諸給与条例の一部を改正する条例の制定につい

てご説明を申し上げます。

改正の理由は、行政職給料表（別表）の適用を受ける職員がいなくなるため、砂川市職

員諸給与条例の一部を改正しようとするものであります。

それでは、次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市職員諸給与条例の一部を

改正する条例でありますが、改正内容につきましては３ページ、議案第２２号附属説明資

料の新旧対照表によりご説明申し上げます。向かいまして左側が現行、右側が改正後とな

っており、改正部分につきましてはアンダーラインを表示しております。

第３条第１項第２号中、（別表第２の２）を削り、別表第２の２（第３条関係）を削る

ものであります。

附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 建設部技監。

〇建設部技監 山梨政己君 （登壇） 議案第２３号 砂川市手数料条例の一部を改正す

る条例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由は、都市の低炭素化の促進に関する法律が施行されたことに伴い、低炭素建

築物新築等計画認定等の事務にかかわる手数料について定めるため、本条例の一部を改正

しようとするものであります。

条例改正の説明の前に法律の概要についてご説明いたします。この法律では、都市の低
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炭素化を図る方法の一つとして、低炭素建築物の普及の促進が掲げられており、市街化区

域と用途地域が定められた地区において二酸化炭素の排出を抑制するための措置が講じら

れた建築物、これを低炭素建築物といいます。この低炭素建築物の新築などをする場合、

所管行政庁の認定を受けることができるとされ、所管行政庁につきましては建築主事を置

く市町村長とされております。このことから、砂川市が認定するものとしましては、現在

行っている建築確認と同じ建築物の種類、規模、構造のもので、木造住宅や小規模な店舗

及び事務所などであります。この低炭素建築物の認定では、屋根や外壁などを省エネ性能

にすぐれた構造とし、建物内における冷暖房、証明、給湯などのエネルギー消費量や節水

対策、再生可能エネルギーの利用といった二酸化炭素を削減する設備について、法令に定

められた基準を満たす必要があります。低炭素建築物に認定された場合、住宅については

住宅ローン減税の控除額拡大などの優遇措置が受けられることとなっております。

なお、砂川市が認定する以外の建築物については、北海道が認定事務を行います。

それでは、手数料条例の改正についてご説明いたします。改正の内容につきましては、

附属説明資料、新旧対照表によりご説明いたしますので、５ページをお開きいただきたい

と存じます。別表第２（第２条関係）に低炭素建築物の計画認定等にかかわる手数料を加

える改正であり、左が現行、右が改正後となっており、改正部分についてはアンダーライ

ンを引いております。

３３の項は、低炭素建築物新築等計画認定申請手数料であり、この申請については都市

の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項によるものであります。

アは、住宅の手数料で計画認定にかかわる全ての審査を砂川市で行う場合、１棟につき

（ア）から（エ）に定める住宅の戸数区分に応じた手数料の額とするものであります。

イは、同じく住宅の手数料で、事前に民間の調査機関または評価機関による技術的審査

を受けた場合に技術的審査を除き計画認定を砂川市で行うもので、１棟につき（ア）から

（エ）に定める住宅の戸数区分に応じた手数料の額とするものであります。

ウは、住宅以外の建築物の手数料で計画認定にかかわる全ての審査を砂川市で行う場合、

１件につき（ア）及び（イ）に定める床面積の区分に応じた手数料の額とするものであり

ます。

６ページをお開き願います。エは、同じく住宅以外の建築物の手数料で、事前に調査機

関による技術的審査を受けた場合に技術的審査を除き計画認定を砂川市で行うもので、１

件につき（ア）及び（イ）に定める床面積の合計の区分に応じた手数料の額とするもので

あります。

オは、この計画の認定については、現在砂川市で行っている建築確認申請と同じ建築物

とする規定であり、カからクは手数料算定にかかわる規定で、１つの建築物で住宅と住宅

以外の用途のものが併用されている場合や、この計画認定申請にあわせて建築確認申請を

提出する場合などの手数料算定について規定するものであります。
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次に、３４の項は低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料であり、この申請につい

ては都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項によるものであります。

７ページです。アは、工事の着手または完了時期の変更のみの手数料で、１戸または１

棟について１，０００円とするものであります。

イは、住宅の工期の変更以外の手数料で、変更認定にかかわる全ての審査を砂川市で行

う場合、１棟につき（ア）から（エ）に定める住宅の戸数区分に応じた手数料の額とする

ものであります。

ウは、同じく住宅の工期の変更以外の手数料で、事前に調査機関または評価機関による

技術的審査を受けた場合に、技術的審査を除き変更認定を砂川市で行うもので、１棟につ

き（ア）から（エ）に定める住宅の戸数区分に応じた手数料の額とするものであります。

エは、住宅以外の建築物の工期の変更以外の手数料で、変更認定にかかわる全ての審査

を砂川市で行う場合、１件につき（ア）及び（イ）に定める床面積の合計の区分に応じた

手数料の額とするものであります。

８ページをお開き願いたいと思います。オは、同じく住宅以外の建築物の工期の変更以

外の手数料で、事前に調査機関による技術的審査を受けた場合に、技術的審査を除き変更

認定を砂川市で行うもので、１件につき（ア）及び（イ）に定める床面積の合計の区分に

応じた手数料の額とするものであります。

カからケは、この変更認定にかかわる建築物と手数料の算定にかかわる規定であります。

次に、現行３３の項につきましては３３を３５に改めるものであります。

附則として、この条例は、平成２５年４月１日から施行し、同日以後に計画の認定を申

請するものから適用するものであります。

以上、よろしくご審議いただきますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 森下敏彦君 （登壇） 私のほうから議案第３０号、議案第３２号について

ご説明を申し上げます。

初めに、議案第３０号 砂川市地域交流センターの指定管理者の指定についてご説明申

し上げます。

地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市地域交流センター条例第７条の規定に基づ

き、指定管理者を下記のとおり指定したいので、議会の議決を求めるものであります。

１の管理を行わせる施設の名称及び所在地は、砂川市地域交流センター、砂川市東３条

北２丁目３番地３であります。

２の指定管理者の名称は、特定非営利活動法人ゆうであります。

３の管理を行わせる期間は、平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までであり

ます。

指定の理由は、砂川市地域交流センターについては、特定非営利活動法人ゆうが指定管
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理者として管理運営体制が維持されており、その実績により継続して当該法人を指定しよ

うとするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

次に、議案第３２号 議決事項の変更についてご説明申し上げます。

本議案は、砂川市体育施設の指定管理者の指定の議決事項について変更しようとするも

のであります。

提案の理由は、日の出運動公園内の体育施設の一元的な管理を図るため、砂川市営軟式

野球場、砂川市営日の出サッカー場及び日の出公園多目的広場を教育委員会が所管する体

育施設に加えるとともに、施設の老朽化に伴い砂川市営テニスコート、北光コートを廃止

することを改正内容とする砂川市体育施設条例の一部を改正する条例の施行に伴い、議決

事項を変更するため、地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市体育施設条例第６条の

規定に基づき議会の議決を求めるものであります。

変更の内容につきましては、３ページ、議案第３２号附属説明資料の新旧対照表でご説

明申し上げます。表の左側が変更前、右側が変更後であり、変更部分についてはアンダー

ラインを付しております。

現行、砂川市の体育施設については、特定非営利活動法人ゆうを指定管理者に指定する

議決を得て施設の管理運営を行っておりますが、今回の変更の内容は変更前の１の管理を

行わせる施設の名称及び所在地のうち、砂川市営テニスコート、北光コートを廃止し、変

更後は砂川市営テニスコート、日の出コートの施設の名称を砂川市営テニスコートに変更

するとともに、新たに砂川市営軟式野球場（砂川市東６条南９丁目１番地５）、砂川市営

日の出サッカー場（砂川市東６条南９丁目１番地１）、日の出公園多目的広場（砂川市日

の出１条南９丁目２番地４）を加えるものであります。

なお、以上の変更期日につきましては、２ページの議案の２に記載のとおり、平成２５

年４月１日とするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 経済部長。

〇経済部長 栗井久司君 （登壇） 議案第３１号 砂川市ふるさと活性化プラザの指定

管理者の指定についてご説明申し上げます。

地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市ふるさと活性化プラザ条例第６条の規定に

基づき、指定管理者を下記のとおり指定したいので、議会の議決を求めるものでございま

す。

１、管理を行わせる施設の名称及び所在地は、砂川市ふるさと活性化プラザであり、所

在地は砂川市北光３３６番地７であります。

２の指定管理者の名称は、砂川ハイウェイオアシス管理株式会社であります。

３の管理を行わせる期間は、平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までであり
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ます。

指定の理由でありますが、現在の指定管理者である砂川ハイウェイオアシス管理株式会

社の管理を行わせる期間が平成２５年３月３１日をもって終了することから、砂川市ふる

さと活性化プラザの維持管理運営に実績がある砂川ハイウェイオアシス管理株式会社を引

き続き指定しようとするものであります。

以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 議案第７号の提案説明は休憩後に行います。

午後１時まで休憩します。

休憩 午前１１時４１分

再開 午後 １時００分

〇議長 東 英男君 休憩中の会議を開きます。

提案説明を求めます。

総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 （登壇） 議案第７号 平成２５年度砂川市一般会計予算につ

いてご説明を申し上げます。

最初に、予算書の１ページをお開きいただきたいと存じます。第１条は、歳入歳出予算

でありますが、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１４億３，６００万円と定め

るものであります。この予算は、平成２４年度当初予算と比較いたしますと３億４，８０

０万円の増となり、対前年比で３．１％の増となったところであります。

第２条は、継続費でありますが、８ページ、第２表、継続費に記載のとおり、総合体育

館耐震改修等工事５億４，２１３万７，０００円について、平成２５年度から２６年度ま

での２カ年の継続事業として総額及び年割額を定めるものであります。

第３条は、債務負担行為でありますが、９ページ、第３表、債務負担行為に記載のとお

り、ごみ収集運搬委託について期間を平成２５年度から３０年度まで、限度額を４億８，

２６３万７，０００円、し尿収集運搬委託について期間を平成２５年度から３０年度まで、

限度額を１億７２７万１，０００円、土地開発公社用地買収（２５年度分）について期間

を平成２５年度から２８年度まで、限度額を１億５，７９１万７，０００円と定めるもの

であります。

第４条は、地方債でありますが、１０ページ、第４表、地方債に記載のとおり、公営住

宅建設事業債以下６件について、限度額の合計を１１億８，２４０万円と定めるものであ

ります。

第５条は、一時借入金でありますが、一時借入金の借り入れの最高額を３０億円と定め

るものであります。

第６条は、歳出予算の流用でありますが、同一款内で各項の間の経費の金額を流用する

ことができる場合は、各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を
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生じた場合と定めるものであります。

それでは、内容の説明を申し上げますが、市政執行方針の２９ページに平成２５年度予

算大綱説明資料を添付しておりますので、これに沿って説明をしてまいります。歳出のほ

うから説明をいたしますので、３３ページをお開きいただきたいと存じます。予算書にお

きまして事業ごとに説明をしておりますので、説明資料につきましても同様な表示とした

ところであります。説明資料につきましては、予算書のページを記載しておりますが、ペ

ージは省略して説明をいたします。また、各項目の頭に付してある一つ丸は継続事業であ

り、二重丸及びアンダーラインを付してあるのは新規事業あるいは臨時事業であります。

なお、括弧内の数字は前年度予算額であります。それでは、二重丸及びアンダーラインの

事業を中心に説明をしてまいります。

１款議会費は１億１，１０２万円で、前年度と比較して３２８万２，０００円の減であ

ります。

２款総務費は５億６，６１９万２，０００円で、前年度と比較して２億４，１６６万８，

０００円の増となりますが、主な要因としましてはＰＣＢ廃棄処理等委託４，４５９万９，

０００円、防犯灯ＬＥＤ化工事６，８４０万円、戸籍の電子化関連９，５９５万６，００

０円の増であります。

以下、新規事業や増減の主なものを申し上げます。１目一般管理費の二重丸、町内会館

建設等に要する経費３０１万１，０００円は、地域コミュニティの拠点である町内会館に

ついて施設の維持が大きな課題となっていることから、地域活動を支援するため、屋根、

壁などの主要構造部の修繕、照明器具、暖房設備などの取りかえ及び消防用設備の点検を

補助対象として、町内会等の負担の軽減を図ることができるよう経費の一部または全部を

補助する経費であります。

５目財産管理費の一つ丸、財産管理に要する経費で用地確定測量業務委託料２４８万５，

０００円は、市有地の未利用地を売却するため用地確定測量を行う経費であります。旧宮

川町教員住宅解体工事費１２１万円は、東１条南１３丁目の旧教員住宅の老朽化が著しい

ことから解体する経費であります。用地買収費（債務負担初年次分）２５０万４，０００

円は、砂川市土地開発公社の経営健全化対策の一環として取り組んでいる用地取得につい

て、新たに道央砂川工業団地内の西７条北２３丁目２７０番９を一括して契約するため４

カ年の債務負担とするものであり、今年度分を購入する経費であります。同じく一つ丸、

庁舎の維持管理に要する経費でＰＣＢ廃棄処理等委託料４，４５９万９，０００円は、Ｐ

ＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法により義務づけられ、保管されている

ＰＣＢを含む使用済みとなっている照明器具の安定器について、今年度から処理が開始と

なることから、処理、運搬などを行う経費であります。高圧引き込みケーブル絶縁診断委

託料８万７，０００円は、市役所庁舎に引き込んでいる高圧ケーブルについて経年などに

より絶縁劣化が危惧されることから、診断を実施する経費であります。同じく一つ丸、共



－132－

用車の管理に要する経費で車両購入費３９４万７，０００円は、公用車２台を市有車両耐

用年数基準に基づき利用形態に応じた車両に更新する経費であります。

６目企画費の一つ丸、移住定住促進に要する経費で費用弁償１２万３，０００円、北海

道暮らしフェア参加負担金１５万円は、大阪市で開催される北海道暮らしフェアに参加す

る移住定住促進協議会会員の旅費及び市のＰＲ、情報発信及び面談を行うためのブースを

出展するための経費であります。リーフレット作成費１２万３，０００円は、移住定住ガ

イドのリーフレットを増刷する経費であります。

８目交通安全推進費の一つ丸、交通安全推進に要する経費で交通安全塔解体工事費９９

万円は、東１条北１２丁目に設置されている交通安全塔について設置後３５年を経過し、

腐食等も進んでいることから撤去する経費であります。

１０目市民生活推進費の一つ丸、市民生活向上推進に要する経費で防犯灯ＬＥＤ化工事

費６，８４０万円は、夜間における交通の安全及び治安の維持を図るため、町内会等が管

理している水銀灯などの防犯灯をＣＯ の排出及び維持管理経費の削減を図ることができ２

る、長寿命で消費電力の少ないＬＥＤ灯に取りかえる経費であります。

１１目情報化推進費の一つ丸、情報化推進に要する経費でファイアウォール更新委託料

１８７万５，０００円は、庁内ネットワークへの外部からの侵入を防ぐなどセキュリティ

ーを確保するための機器であるファイアウォールのサポート期間が終了することから、機

器を更新する経費であります。情報機器廃棄処理委託料５８万円、備品購入費１，１４６

万９，０００円は、パソコンのオペレーションシステムのサポートが終了となるため、セ

キュリティーの確保に支障が生じ、また経年によるふぐあい、故障等が発生するなど更新

が必要となったことから、７８台のパソコンの購入及び不要となったパソコンなどをデー

タを消去して廃棄する経費であります。

１２目電算管理費の一つ丸、財務会計システムに要する経費でシステム改修委託料４９

万１，０００円は、パソコンの更新に伴い起債管理などのシステムを改修する経費であり

ます。

１３目まちづくり推進費の二重丸、スマートインターチェンジの設置推進に要する経費

７５万８，０００円は、（仮称）砂川サービスエリアスマートインターチェンジの設置に

関する関係機関との協議を進めるための経費であります。同じく二重丸、地域公共交通の

検討に要する経費１，０４５万４，０００円は、本市に適した地域公共交通を検討するた

め設置した地域公共交通会議において、国の地域公共交通確保維持改善事業を活用して実

証調査運行、生活交通ネットワーク計画の策定など調査分析を行うための経費であります。

同じく一つ丸、協働のまちづくりに要する経費で町内会連合会創立５０周年記念事業補助

金５０万円は、町内会相互の連携を密にして親睦と融和を図り、町内会員の福祉の向上に

努めるとともに地域の身近な課題解決に向けた取り組みを行っている町内会連合会が５０

周年を迎え、記念事業が実施されることから、記念事業が円滑に実施されるよう経費の一
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部を補助する経費であります。地域コミュニティ活動支援事業補助金３３４万７，０００

円は、町内会による地域活動や地域の身近な課題解決に向けた取り組みを支援することに

より地域コミュニティの充実強化を図り、市民と市の協働のまちづくりの実現に資するた

め、町内会が実施する活動、事業に対し補助する経費であります。

１目徴税費の一つ丸、市税の賦課事務に要する経費で土地鑑定評価委託料３４１万２，

０００円は、固定資産税における土地の評価額は適正な時価によるものとされ、地価公示

価格、地価調査価格のほか不動産鑑定士による鑑定評価から求められた価格を活用すると

されているため、平成２７年度の評価がえに向けて市内９６地点の鑑定評価を実施する経

費であります。軽自動車ナンバープレート作製委託料３万４，０００円は、原動機付自転

車第１種のナンバープレートの残数が少なくなったことから作製する経費であります。

１目戸籍住民基本台帳費の一つ丸、戸籍住民基本台帳に要する経費で戸籍電子データ作

成委託料８，６５４万２，０００円は、平成２４年度から債務負担行為により実施してい

る紙の戸籍の電子データ化に係る経費であります。戸籍システム導入委託料５１７万５，

０００円は、戸籍事務用の端末などの機器及びソフトウエアを導入する経費であります。

住民基本台帳システム連携委託料１９５万円は、事務処理時間の短縮につなげるため戸籍

システムと住民基本台帳システムの連携を図る経費であります。庁舎通信線敷設委託料３

３万１，０００円は、滝川市役所に設置するサーバーと接続するため新たな通信回線を敷

設する経費であります。中空知広域圏戸籍総合管理システム事務負担金１９５万８，００

０円は、戸籍サーバーを共同運用するため、サーバー及びシステム構築等並びにサーバー

の管理及びネットワークに係る経費について、構成市町の負担割合に応じて負担する経費

であります。同じく一つ丸、住民基本台帳ネットワークシステム管理に要する経費で備品

購入費３４６万５，０００円は、住民基本台帳ネットワークシステムの機器については全

国一斉の機器更改が求められ、平成２６年５月が期限とされているため更新する経費であ

ります。

２目参議院議員選挙費の二重丸、参議院議員選挙の執行に要する経費１，３２６万４，

０００円は、７月に実施が予定される参議院議員選挙を執行する経費であります。

次に、３４ページ、３款民生費は１７億９，６３９万９，０００円で、前年度と比較し

て４，７６４万６，０００円の増となりますが、主な要因としましては身体障害者自立支

援医療費１，１８９万２，０００円、知的障害者自立支援給付費２，２８５万２，０００

円、生活保護費の扶助費１，１０５万２，０００円の増であります。

１目社会福祉総務費の一つ丸、民生委員の活動に要する経費で退任民生委員記念品７万

円は、民生児童委員、主任児童委員の３年ごとの一斉改選に際し、退任される方に対し記

念品を贈呈する経費であります。二重丸、住宅手当緊急特別措置事業に要する経費１１６

万９，０００円は、離職者の住宅及び就労機会の確保を支援するため、就労能力及び就労

意欲のある者のうち、住宅を喪失している者または喪失するおそれがある者に対し住宅手
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当を支給する経費であります。同じく一つ丸、障害者福祉システムに要する経費でシステ

ム改修委託料６３万円は、障害者自立支援法が障害者総合支援法に変わるとともに、障害

者の定義に新たに難病等が追加されるためシステムを改修する経費であります。

５目老人福祉費の一つ丸、老人施設措置に要する経費で施設サービス措置費５９万７，

０００円は、高齢者への虐待などのやむを得ない事由により介護保険サービスを利用でき

ない高齢者に対し、市が必要な介護保険の施設サービスの利用について措置する経費であ

ります。同じく一つ丸、在宅老人対策に要する経費で在宅サービス措置費１３万７，００

０円は、施設サービス措置費と同様に、市が必要な介護保険の在宅サービスの利用につい

て措置する経費であります。同じく二重丸、高齢者いきいき支え合い活動に要する経費１

７９万６，０００円は、市民が高齢期を迎えても住みなれた地域で安心して暮らし続ける

ことができるために市、関係機関、事業者、地域が連携し、きめ細やかで重層的な見守り

活動などにより、生き生きと自立した生活を送ることができるよう、見守り活動の手引の

作成、記念講演会の開催などのいきいき活動、支え合い活動を展開するための事業を実施

する経費であります。同じく二重丸、北海道後期高齢者医療広域連合に要する経費３９２

万７，０００円は、道内の全ての市町村で構成されている北海道後期高齢者医療広域連合

は派遣職員による業務に当たっているところであり、砂川市に派遣要請があったことから、

職員の派遣を行うための経費であります。なお、この経費につきましては、派遣職員分担

金として同額が納付されるものであります。

１目児童福祉費の二重丸、災害遺児対策に要する経費７万２，０００円は、災害による

遺児の健全な育成を図るため、遺児を扶養している者に対し災害児手当を支給する経費で

あります。同じく二重丸、未熟児養育医療に要する経費１８７万３，０００円は、身体の

発達が未熟なままで生まれ、入院、養育が必要な乳児について、その治療に必要な医療費

の給付を行う未熟児養育医療給付が北海道から権限移譲されたことから、医療費の給付等

を実施する経費であります。同じく一つ丸、障害児自立支援に要する経費で自立支援医療

費４２万円は、育成医療として身体に障害のある児童、または将来障害を残すと認められ

る疾患がある児童で、手術等の治療によって確実に効果が期待できる児童に対して提供さ

れる生活の能力を得るために必要な医療費の支給を行うものであり、北海道からの権限移

譲により実施する経費であります。同じく一つ丸、ファミリーサポートセンター事業に要

する経費で備品購入費１万６，０００円は、事務用のラベルライターを購入する経費であ

ります。

２目母子父子福祉費の一つ丸、母子父子福祉に要する経費で高等技能訓練促進費等給付

金２８４万円は、母子家庭の母が看護師、介護福祉士、保育士等の資格を取得するため養

成機関で修業する場合に生活費の負担軽減を図り、資格取得が容易となるよう高等技能訓

練促進費及び交通費を支給するものでありますが、平成２５年度入学生からは修学期間の

上限を３年から２年とするとともに、支給対象に父子家庭の父も加え支給する経費であり
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ます。

４款衛生費は５億３，８２０万円で、前年度と比較して１億８，３７３万４，０００円

の減となりますが、主な要因としましては墓地造成工事１，４９９万４，０００円の減、

エネクリーンの稼働による可燃ごみ焼却処理委託料の減及びクリーンプラザくるくるの管

理等委託料の減などによる砂川地区保健衛生組合負担金１億６，６２６万３，０００円の

減であります。

１目ごみ処理費の一つ丸、ごみ収集処理に要する経費で収集運搬委託料（債務負担初年

次分）７，２３９万６，０００円は、ごみの収集運搬業務については車両の購入などの設

備投資が必要となるため、平成２５年７月１日から５年間の契約を債務負担行為により行

うこととしたものであり、初年度分の委託料であります。

２目し尿処理費の一つ丸、し尿収集処理に要する経費で収集運搬委託料（債務負担初年

次分）１，６０９万１，０００円は、し尿処理の収集運搬業務についてもごみの収集運搬

業務と同様に５年間の契約を債務負担行為により行うこととしたものであり、初年度分の

委託料であります。石狩川流域下水道組合負担金１，１７６万４，０００円は、６市６町

で構成する石狩川流域下水道組合が建設する、し尿処理共同施設の事業費について構成市

町の負担割合に応じて負担する経費であります。

５款労働費は１，８６７万７，０００円で、前年度と比較して４４８万９，０００円の

減となります。１目労働諸費の二重丸、重点分野雇用創出事業に要する経費７９３万１，

０００円は、地域の求職者に新たな雇用機会を創出するため、道央砂川工業団地及び周辺

の地域にごみの不法投棄が発生していることから、不法投棄箇所の状況調査、投棄された

ものの調査、回収処理を行うとともに、投棄のおそれのある箇所の環境整備を実施する経

費であります。

次に、３５ページ、６款農林費は９，５０７万４，０００円で、前年度と比較して２，

３１８万６，０００円の増となりますが、主な要因としましては青年就農給付金１，６５

０万円の増、森林整備加速化・林業再生事業２，３５１万円の増、中山間地域等直接支払

交付金１，８２３万２，０００円の減であります。

１目農業委員会費の二重丸、農地制度実施円滑化事業に要する経費１２２万２，０００

円は、農地の有効利用に向け円滑な事務処理と適正な農地管理を行うための経費でありま

す。

２目農業振興費の一つ丸、農業振興事業に要する経費で施設野菜等堆肥購入補助金６０

万円は、安心、安全な農作物の生産及び化学肥料の使用の低減を図り、環境保全に資する

農業の推進を図るため、施設野菜等に使用する良質な堆肥購入経費の一部を補助する経費

であります。青年就農給付金１，６５０万円は、持続可能な力強い農業を実現するには青

年の新規就農者を増加させる必要がありますが、就農直後の所得の確保等が課題であるこ

とから、就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため経営開始直後の新規青年就農者に対し
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て給付金を給付する経費であります。同じく一つ丸、鳥獣被害対策に要する経費で講師謝

礼７，０００円は、鹿などを追い払うため使用する動物駆逐用煙火を使用するためには講

習を受け煙火消費保安手帳の所持が必要となることから、講師を招き講習会を開催する経

費であります。備品購入費１７７万円は、近年熊の目撃情報が増加していることから、人

的被害の発生を防止するため、ＬＥＤの光や音などで鳥獣を寄せつけないようにする鳥獣

忌避装置を目撃情報の多発している民家付近に設置する経費であります。同じく二重丸、

経営所得安定対策直接支払推進事業補助金１５０万円は、平成２３年度から農業者戸別所

得補償制度として実施され、平成２５年度は名称変更となった経営所得安定対策を円滑に

実施するため、制度の普及推進、作付面積の確認などの業務を行っている砂川市農業再生

協議会へ事業実施に係る事務費等を補助する経費であります。

１目林業振興費の二重丸、森林整備加速化・林業再生事業に要する経費２，３５１万円

は、効率的な森林施業を推進するため森林内の林道などの路網整備として実施する林業専

用道豊平山線の工事測量設計委託を実施する経費であります。

７款商工費は１億１，１６４万２，０００円で、前年度と比較して６８０万円の増とな

ります。

１目商工振興費の一つ丸、商工業振興対策に要する経費で農商工連携促進補助金２０万

円は、市内農業者、商業者及び工業者間の連携を図り、地元の農産品を活用した新商品を

開発する者に対し、原材料購入費及び研究費を助成する経費であります。プレミアム商品

券発行事業補助金３００万円は、市内における消費を喚起し、中心市街地地域経済の活性

化を図るため、商工会議所が実施するプレミアム商品券発行事業に対してその経費の一部

を助成するもので、２，０００セット発行し、１セット１万円につき２，０００円のプレ

ミアムをつけるものであります。商店会連合会商品券発行事業補助金２００万円は、砂川

商店会連合会が主催する夏のトリプルチャンス抽せん会及びウインターチャンスセールに

おいて発行される商店会連合会加盟店で利用できる商品券に係る経費を補助し、商店街の

活性化を図るものであります。同じく二重丸、まちなか集客施設の運営管理に要する経費

１２７万３，０００円は、中心市街地の集客及び商店街への回遊を促し、中心市街地の活

性化を図るため、商店街の情報提供、にぎわいを創出する事業の拠点となる集客施設を設

置し、地域おこし協力隊を活用してまちなかのにぎわいを創出するための経費で、施設に

係る備品購入費、維持管理費などであります。同じく二重丸、地域おこし協力隊に要する

経費９１６万２，０００円は、都市部の人材を地域社会の新たな担い手として受け入れ、

地域力の充実強化を図る取り組みとして地域おこし活動などの支援に従事していただくと

ともに、その隊員の定住及び定着を図り、地域経済の活性化に貢献する地域おこし協力隊

制度を活用して観光事業の推進及びまちなか集客施設の運営などを実施する経費で、隊員

３名の報酬などの人件費、住宅及び車の借り上げ料、募集のための広告料、活動経費など

であります。
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８款土木費は１２億２，３２２万５，０００円で、前年度と比較して１３０万７，００

０円の減となります。

２目道路橋梁維持費の一つ丸、道路橋梁の維持に要する経費で橋梁長寿命化修繕計画策

定委託料６６０万円は、昨年実施した橋梁の点検に基づき市内８０橋の修繕計画を策定す

る経費であります。気象庁データ使用料２１万円は、北２丁目通りのロードヒーティング

において、気象庁の天気予報データを利用して温度管理を行うための経費であります。同

じく二重丸、道路橋梁費の修繕工事費１，８００万円は、すずらん３条通りほか１カ所の

雨水対策工事、東一線舗装補修工事であります。同じく一つ丸、流雪溝の維持管理に要す

る経費で国道１２号流雪溝導水管移設工事費６２０万円は、国道１２号の車道拡幅工事に

伴い、歩道下に占用している、砂川市が管理する流雪溝の導水管の一部が支障となったこ

とから、導水管の補強と移設を行うための経費であります。

３目道路橋梁新設改良費の二重丸、道路橋梁新設改良事業費４億５２１万５，０００円

は、記載のとおり改良舗装工事１４路線、舗装工事１路線、排水流末工事１路線に係る工

事費、委託料、補償費に加え、来年度以降に工事を行う２路線の委託料であります。また、

街路灯設置工事として車両通行の安全を確保するため、交差点にＬＥＤの街路灯７灯を設

置する経費であります。

１目河川費の二重丸、護岸改修事業費１，０００万円は、降雨による護岸の崩落により

個人所有地への影響が懸念されるため実施する樋口川護岸改修工事、奈江豊平川護岸改修

工事であります。

２目公園管理費の一つ丸、公園の維持管理に要する経費で公園施設長寿命化計画策定委

託料１，１００万円は、都市公園などにおける公園利用者の安全性の確保の観点から、公

園施設の適切な修繕、長寿命化対策など、計画的な改築等に取り組むための計画を策定す

る経費であります。備品購入費６４万７，０００円は、北光公園で使用する自走式草刈り

機に故障が発生していることから、更新する経費であります。

次に、３６ページ、１目市営住宅管理費の一つ丸、市営住宅の管理に要する経費で除雪

委託料１００万８，０００円は、宮川団地、豊栄団地の移転により空きとなった住戸前の

除雪を行う経費であります。工事請負費６，５８６万円は、長寿命化を図るための東町団

地屋根・外壁改善工事、居住性の向上を図るための東町団地灯油集中配管工事、宮川団地

除却工事、市営住宅敷地内の防犯灯ＬＥＤ化工事であります。備品購入費１７万円は、団

地内の公園、緑地帯の草刈りを行う自治会等に対し草刈り機等を貸し出しているところで

あり、管理面積が拡大している南吉野団地自治会に芝刈り機を追加して貸し出す経費であ

ります。同じく一つ丸、改良住宅の管理に要する経費で工事請負費９，８２５万円は、長

寿命化を図るための宮川中央団地屋根・外壁改善工事、公園の再整備を図る宮川中央団地

公園環境整備工事、改良住宅敷地内の防犯灯ＬＥＤ化工事であります。

２目住宅管理費の二重丸、ハートフル住まいる推進事業に要する経費２，４００万円は、
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高齢者等の安心で安全な住まいの実現、安心して住み続けられる住まいづくりと居住環境

の向上、定住促進とまちなか居住への誘導を図るため、高齢者等安心住まいる住宅改修補

助金２１５万円、永く住まいる住宅改修補助金６９０万円、まちなか住まいる等住宅促進

補助金１，４９５万円の助成を実施するものであります。同じく二重丸、老朽住宅除却費

補助金１２０万円は、住環境の向上及び市民の安全と安心の確保を図るとともに、地元企

業の利用促進に寄与することを目的とし、現行の耐震基準の適用前に建築された老朽住宅

の除却費用の一部を助成する経費であります。同じく二重丸、住宅用太陽光発電システム

導入費補助金８０万円は、地球温暖化対策及び環境保全意識の高揚のため、自然エネルギ

ーの普及促進を図ることを目的とし、機器設置費用の一部を助成する経費であります。

３目市営住宅建設費の二重丸、石山団地建設事業費１億８，０５５万７，０００円は、

石山団地の平成２４、２５年度継続事業分２棟１４戸の建設、２０戸の老朽住宅除却、７

６メートルの道路整備、１４台分の駐車場整備及び移転に伴う補償費であります。

９款消防費は３億９，５７３万７，０００円で、前年度と比較して２，００４万２，０

００円の増となりますが、主な要因につきましては消防組合の高規格救急自動車、消火栓

の更新などによる砂川地区広域消防組合負担金１，９１４万９，０００円の増によるもの

であります。

２目災害対策費の一つ丸、災害対策に要する経費で地域防災計画修正委託料２６８万円

は、現在の地域防災計画の策定後に東日本大震災が発生し、国の防災基本計画、北海道地

域防災計画及び関係法令の改正などを踏まえ、現実に即した実効性のある新たな地域防災

計画を策定する経費であります。職員初動マニュアル作成委託料１３１万円は、災害発生

時に職員が迅速な対応ができる体制の確立を図るため、地域防災計画と連動した職員の初

動マニュアルを作成する経費であります。備蓄品購入費６２５万２，０００円は、大規模

災害時において被災した避難住民の生命の安全を確保するため、緊急的かつ応急的に必要

となる物資及び停電時の対応を図るための資材を購入する経費であります。

１０款教育費は６億８，０１６万２，０００円で、前年度と比較して２億５，９４０万

４，０００円の増となりますが、主な要因につきましては図書館の空調設備改修工事２，

５８０万円の増、総合体育館の耐震改修等工事２億２，９６４万８，０００円の増であり

ます。

２目事務局費の二重丸、砂川高校の支援に要する経費１４５万５，０００円は、砂川高

校の魅力アップを図り、間口確保につなげる対策として砂川高校のさまざまな活動や魅力

のＰＲを図るため、砂川高校地域新聞の広報紙への折り込み及び学力向上の観点から、大

手予備校を活用したサテライト授業の実施について助成する経費であります。同じく一つ

丸、その他事務局に要する経費で全国都市教育長協議会大会負担金２万円は、旭川市で開

催される全国都市教育長協議会大会の開催経費の一部について北海道の各都市が人口比に

応じて負担する経費であります。
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１目小学校管理費の一つ丸、学校の管理に要する経費で工事請負費３１９万円は、消防

法の改正に伴い４０年以上経過した地下タンクの漏油防止措置を実施する砂川小学校地下

灯油タンク改修工事、腐食が進み危険となっている配膳室のドアの取りかえを実施する北

光小学校スチールドア改修工事であります。備品購入費１，２５９万７，０００円は、児

童用の机、椅子について経年劣化により摩耗や傷がひどいことから、取りかえを計画的に

行っており、空知太小学校、中央小学校、豊沼小学校について実施する経費であります。

２目小学校教育振興費の二重丸、学力向上対策に要する経費３６万９，０００円は、全

国の小中学校で実施されている標準学力テストは全国、全道比較での児童生徒の学力の状

況など適切に把握するため、これまで保護者負担で行われていましたが、保護者などの要

望も踏まえ、公費負担により実施する標準学力検査委託料であります。

１目中学校管理費の一つ丸、学校の管理に要する経費で校舎内床ワックス塗布委託料８

９万５，０００円は、生徒のけが防止と床の延命化を図るため、体育館などについて実施

するもので、石山中学校に係る経費であります。石山中学校フラッグポール設置工事費６

４万円は、腐食などにより倒壊の危険性が生じたため撤去したことから、新たに設置する

工事費であります。

２目中学校教育振興費の二重丸、学力向上対策に要する経費５２万２，０００円は、小

学校と同様に公費負担により実施する標準学力検査委託料であります。

１目社会教育費の一つ丸、芸術文化事業に要する経費で文化振興事業交付金２０万円は、

子供たちへの伝統文化の伝承、市民の文化に対する意識の向上、文化活動の技術力向上を

図るため文化協会が実施する伝統文化子供教室、文化振興講座に対する交付金であります。

同じく一つ丸、社会教育振興に要する経費で備品購入費５４万１，０００円は、社会教育

事業などで利用している印刷機に故障が発生していることから更新する経費であります。

３目図書館費の一つ丸、図書館の運営管理に要する経費で空調設備改修工事費２，５８

０万円は、空調機が経年劣化により腐食などが生じ、冷房機能が喪失していることなどか

ら改修を行う経費であります。

１目市民スポーツ推進費の一つ丸、体育振興及び指導に要する経費で備品購入費１４万

４，０００円は、オアシスパークが北海道健康づくり財団から身近で気軽に楽しくウォー

キングを行うためのコースである、すこやかロードとして認定されたことから、ノルディ

ックウォーキング教室を実施するため財団から助成を受け、ポールを購入する経費であり

ます。

次に、３７ページ、２目体育施設費の二重丸、総合体育館の耐震化に要する経費２億２，

９６４万８，０００円は、利用者の安全確保、防災機能の強化を図るための耐震補強工事

を初め、これまで課題となっていたアスベストの除去、老朽化の著しい暖房設備、照明設

備、外壁などを改修する経費であります。同じく一つ丸、海洋センターの管理に要する経

費で備品購入費６万円は、経年劣化で消耗しているヨット、カヌー用のライフジャケット
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をＢ＆Ｇ財団の助成制度を活用して更新する経費であります。同じく一つ丸、弓道場の管

理に要する経費で修繕料７万６，０００円、屋根改修工事費１３５万６，０００円は、屋

根から雨漏りが生じるなど施設の老朽化による傷みが見られることから改修する経費であ

ります。同じく一つ丸、市営野球場の管理に要する経費で備品購入費１３万２，０００円

は、集中豪雨等の際に野球場内の雨水などを排水するための水中ポンプを購入する経費で

あります。同じく二重丸、軟式野球場の管理に要する経費９万５，０００円は、軟式野球

場を体育施設として管理することとなったものであり、燃料費、光熱水費などの維持管理

経費であります。同じく二重丸、日の出サッカー場の管理に要する経費１３万３，０００

円は、軟式野球場と同様に体育施設として管理することとなったものであり、燃料費、修

繕料などの維持管理経費であります。

１目給食センター費の一つ丸、学校給食の実施に要する経費で衛生管理検査委託料３万

円は、給食センターの衛生管理について外部の衛生管理の専門家の点検が求められている

ことから、学校薬剤師会に検査を委託するものであります。備品購入費５７５万３，００

０円は、給食センターの備品等は使用から１４年が経過しているため消耗が激しく、衛生

管理上支障を来している各小中学校に米飯を運搬する保温食缶及び修理が難しい状況にな

っている野菜裁断機、台はかりを更新する経費であります。

１１款公債費は１６億３，４０４万４，０００円で、前年度と比較して１億４，２０９

万１，０００円の減となります。

１２款諸支出金は２８億１８６万８，０００円で、前年度と比較して６，３２８万６，

０００円の増となります。増減につきましては、記載のとおりでありますが、病院会計繰

出金６，２６７万９，０００円の増は、地方交付税の算定における過疎債の償還分など普

通交付税分の増が主な要因であります。

１３款職員費は１４億５，８７６万円で、前年度と比較して２，０８７万１，０００円

の増となりますが、主な要因につきましては退職手当組合納付金の増など共済費１，３８

５万６，０００円の増であります。

以上が歳出であります。

次に、歳入について申し上げますが、資料戻っていただきまして、２９ページをごらん

いただきたいと存じます。主なもののみ説明をしてまいります。１款市税は１９億９，６

２５万５，０００円で、前年度と比較して３４５万９，０００円の減となりますが、主な

要因につきましては個人市民税で個人所得の下落などにより２３１万７，０００円の減、

法人市民税で国の法人税率引き下げの影響などにより１，４３７万７，０００円の減、市

たばこ税で１，９６０万７，０００円の増であります。

次に、３０ページ、１０款地方交付税は４５億７，６００万円で、前年度と比較して１

億１，５００万円の減となりますが、地方財政計画では地方交付税は前年度比３，９２１

億円の減額となったところであり、普通交付税について昨年実績などをもとに国で示され
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た推計伸び率に起債償還分の増などを加えて算定するとともに、基準財政需要額が平成２

５年７月から国家公務員と同様の削減を行うことを前提に算定されることから、この影響

額を見込み、さらに人件費削減努力により加算される地域の元気づくり推進費などを算定

し、前年度比１億１，５００万円の減としたところであります。

次に、３１ページ、１４款国庫支出金は１１億７，７３５万６，０００円で、前年度と

比較して５，３００万９，０００円の増となります。

１目民生費国庫負担金で知的障害者福祉費１，０２４万８，０００円の増は、自立支援

給付費の増であります。

１目土木費国庫補助金で社会資本整備総合交付金事業費５，３６９万円の減は、道路整

備に係る事業の減が主なものであります。

２目教育費国庫補助金で社会資本整備総合交付金事業費８，４１３万３，０００円の増

は、総合体育館耐震改修等事業によるものであります。

１５款道支出金は５億２６０万７，０００円で、前年度と比較して２，０１８万円の増

となります。

３目農林費道補助金で林業奨励費２，１８２万５，０００円の増は、森林整備加速化・

林業再生事業によるものであります。

１目総務費道委託金で参議院議員選挙費は、１，３２６万４，０００円の皆増でありま

す。

１８款繰入金は２億２，６７０万８，０００円で、前年度と比較して１億４，６３５万

６，０００円の増となりますが、主な要因につきましては財政調整基金繰入金１億５，２

２０万５，０００円の増であります。

次に、３２ページ、２１款市債は１１億８，２４０万円で、前年度と比較して２億５，

９５０万円の増となりますが、主な要因につきましては過疎対策事業債で道路整備事業債

５，７６０万円、消防施設整備事業債２，２７０万円の増、土木債、教育債の公共事業等

債５，７３０万円の増、緊急防災・減災事業債１億８０万円の増、臨時財政対策債３，０

７０万円の増であります。

以上が歳入でありますが、予算書の１９８ページ以降には給与費明細書、継続費に関す

る調書、債務負担に関する調書、地方債に関する調書を添付しておりますので、ご高覧の

上、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。

〇議長 東 英男君 議案第８号の提案説明は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午後 １時５１分

再開 午後 ２時０１分

〇議長 東 英男君 休憩中の会議を開きます。

提案者の説明を求めます。
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市民部長。

〇市民部長 高橋 豊君 （登壇） 私から議案第８号、議案第１０号、議案第１１号の

３議案についてご説明申し上げます。

初めに、議案第８号 平成２５年度砂川市国民健康保険特別会計予算についてご説明申

し上げます。

２１３ページをお開き願います。第１条は、歳入歳出予算であり、歳入歳出予算の総額

は、歳入歳出それぞれ２６億８，９３４万１，０００円と定めるものであります。

第２条は、一時借入金であり、一時借入金の借り入れの最高額は３億円と定めるもので

あります。

第３条は、歳出予算の流用であり、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じ

た場合における、同一款内でのこれらの経費の各項の間の金額を流用することができると

定めるものであります。

それでは、主なものについて歳出からご説明申し上げます。２４８ページをお開き願い

ます。１款総務費、１項１目一般管理費で対前年比３２８万８，０００円の増は、主に一

般管理事務に要する経費の給料以下職員手当、共済費の増及びアンダーラインを付してお

りますが、国保税軽減措置の制度改正に伴う電算システムの改修委託料４５万円でありま

す。

２５０ページをお開き願います。２目運営協議会費で対前年比８万円の増は、開催回数

の増によるものであります。

３項１目特別対策事業費で対前年比９９万２，０００円の減は、主に収納率向上対策に

要する経費で徴収用車両更新に伴う備品購入費の皆減によるものであります。

２５４ページをお開き願います。２款保険給付費、１項１目一般被保険者療養給付費で

対前年比６，５００万円の増、２目退職被保険者等療養給付費で対前年比４００万円の増、

３目一般被保険者療養費で対前年比７０万円の増、２５６ページの２項１目一般被保険者

高額療養費で対前年比４，４００万円の増、２目退職被保険者等高額療養費で対前年比５

０万円の増は、平成２４年度の決算見込み額と同額程度を見込んだことによるものであり

ます。

２５８ページをお開き願います。３款後期高齢者支援金等、１項１目後期高齢者支援金

で対前年比２９８万７，０００円の増は、主に加入者１人当たりの負担額単価の増による

ものであります。

２６０ページをお開き願います。４款前期高齢者納付金等、１項１目前期高齢者納付金

で対前年比１４万２，０００円の減は、加入者の減によるものであります。

２６４ページをお開き願います。６款介護納付金、１項１目介護納付金で対前年比２０

４万７，０００円の増は、第２号被保険者１人当たりの負担額単価の増によるものであり

ます。
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２６６ページをお開き願います。７款共同事業拠出金で対前年比１，３９９万２，００

０円の減は、平成２３年度以前分の医療費割等の精算によるものであり、１項１目高額医

療費共同事業医療費拠出金で６８６万３，０００円の減、３目保険財政共同安定化事業医

療費拠出金で７１２万９，０００円の減によるものであります。

２６８ページをお開き願います。８款保健事業費、１項１目特定健康診査等事業費で３

１９万８，０００円の増は、主に特定健康診査にかかわる費用で、特定健康診査受診料の

自己負担額を１，５００円から１，０００円に引き下げことによる保険者負担の増、医療

機関から特定健康診査に相当する診療時の検査結果を受けることによる情報提供料の増に

よるものであります。また、アンダーラインを付しております備品購入費３２万８，００

０円につきましては、特定健診の情報等を一括管理する新たなシステムに対応するための

端末機の購入費用であります。

２項１目疾病予防費で対前年比７７万７，０００円の増は、主にインフルエンザの予防

接種の自己負担額を１，９００円から１，０００円に引き下げることによる保険者負担の

増によるものであります。

２７２ページをお開き願います。９款基金積立金で対前年比２３万３，０００円の減は、

利子の減によるものであります。

２７８ページをお開き願います。１２款前年度繰り上げ充用金６，０５０万円につきま

しては、平成２４年度の収支不足を補うものであります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては２１９ページ、総括でご説明させていた

だきます。１款国民健康保険税は３億３，７４３万８，０００円で、対前年比３７万２，

０００円の増は、一般被保険者国民健康保険税の増によるものであります。

２款国庫支出金は６億３，５１３万２，０００円で、対前年比２，５２０万６，０００

円の増は、主に医療費の増による療養給付費等負担金の増によるものであります。

３款療養給付費等交付金は１億５，４００万１，０００円で、対前年比１，１００万円

の増は、医療費の増によるものであります。

４款前期高齢者交付金は７億８，１００万円で、対前年比８，４００万円の増は、主に

平成２３年度の精算額の増によるものであります。

５款道支出金は１億２，６８４万１，０００円で、対前年比１，０３８万４，０００円

の減であります。

６款財産収入は１，０００円で、対前年比２３万３，０００円の減は、基金運用利息の

減によるものであります。

７款共同事業交付金は３億９，０００万円で、対前年比４，８００万円の増は、交付金

の算定ルールに伴う増であります。

８款繰入金は１億６，２６０万９，０００円で、対前年比５，０９１万１，０００円の

減は、主に国保基金繰入金の減によるものであります。
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１０款諸収入は１億２３１万７，０００円で、対前年比６，４７７万６，０００円の増

は、主に収支不足額を補填する雑入の増によるものであります。

以上が歳入でありますが、予算書の２８２ページから２８９ページには給与費明細書を

添付しておりますので、ご高覧の上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１０号 平成２５年度砂川市介護保険特別会計予算についてご説明

申し上げます。

予算書の３３５ページをお開き願います。第１条は、歳入歳出予算であり、歳入歳出予

算の総額は、歳入歳出それぞれ１６億８，５９０万７，０００円と定めるものであります。

第２条は、一時借入金で、一時借入金の借り入れの最高額は１億円と定めるものであり

ます。

第３条は、歳出予算の流用であり、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じ

た場合における、同一款内でのこれらの経費の各項の間の金額を流用することができると

定めるものであります。

それでは、主なものについて歳出からご説明申し上げます。３６２ページをお開き願い

ます。１款総務費、１項１目一般管理費で対前年比６９万円の増は、アンダーラインを付

しておりますが、ウィンドウズＸＰのサポート終了に伴う電算システムのプログラム変更

委託料４７万１，０００円、対応パソコン購入費２０万６，０００円の増であります。

３６４ページをお開き願います。３項２目認定調査費で対前年比３５万４，０００円の

増は、主に主治医意見書手数料の増であります。

４項１目趣旨普及費で対前年比３０万７，０００円の減は、介護保険制度等に係る周知

等経費の減によるものであります。

３６６ページをお開き願います。２款保険給付費、１項１目居宅介護サービス給付費で

通所介護における介護報酬単価減等により対前年比１，４５１万４，０００円の減、２目

地域密着型介護サービス給付費で新たな認知症高齢者グループホームの事業開始により対

前年比４，５３０万２，０００円の増、３目施設介護サービス給付費で介護老人保健施設

と介護療養型医療施設における介護報酬単価減等により対前年比８００万円の減、３７２

ページの５項１目特定入所者介護サービス費で負担給付費が増加していることにより４１

４万円の増であります。

３７６ページをお開き願います。３款基金積立金で対前年比４万９，０００円の増は、

介護給付費準備基金積立金の増に伴う利息の増によるものであります。

３７８ページをお開き願います。４款地域支援事業費、１項１目二次予防事業費で対前

年比４５５万円の増は、主にアンダーラインを付しております二次予防事業対象者把握事

業委託料５９０万５，０００円であります。

３８０ページをお開き願います。１項２目一次予防事業費で５１万５，０００円の増は、

主に地域サロン活動を支援するための講師謝礼の増であります。
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３８２ページをお開き願います。２項１目包括的支援事業費で対前年比２８万円の増は、

地域包括支援センター業務委託料の増であります。

２項２目任意事業費で対前年比１９万３，０００円の減は、主に在宅老人配食サービス

委託料の減であります。

３８４ページをお開き願います。３項１目認知症対策等総合支援事業費の認知症施策総

合推進事業に要する経費５１６万５，０００円は、昨年に引き続き地域包括支援センター

に認知症地域支援推進員を配置し、認知症疾患医療センターである砂川市立病院と連携を

図りながら、認知症に対する医療と介護の連携強化及び地域における支援体制の強化を図

るための経費であります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては３４１ページ、総括でご説明申し上げま

す。１款保険料は２億８，９８１万円で、対前年比２１７万円の増は、第１号被保険者の

増加によるものであります。

２款分担金及び負担金は３７９万５，０００円で、対前年比３１万１，０００円の減は、

自己負担金の減によるものであります。

３款国庫支出金は４億７７０万９，０００円で、対前年比９１２万３，０００円の増、

４款支払基金交付金は４億７，３０５万４，０００円で、対前年比９７０万６，０００円

の増は、いずれも歳出の保険給付費に基づく国、診療報酬支払基金の負担ルール分に伴う

増であります。

５款道支出金は２億５，８９９万４，０００円で、対前年比９６０万３，０００円の減

は、主に介護報酬改定等に伴い道の財政措置として平成２４年度のみ交付されました北海

道財政安定化基金交付金の減によるものであります。

６款財産収入は基金運用利息であります。

７款繰入金は２億５，２０９万円で、対前年比２，３０６万２，０００円の増は、主に

繰入金算定ルールに伴う増及び介護給付費準備基金繰入金の増によるものであります。

なお、予算書の３９０ページ、３９１ページには給与費明細書を添付しておりますので、

ご高覧の上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１１号 平成２５年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算について

ご説明申し上げます。

３９３ページをお開き願います。第１条は、歳入歳出予算であり、歳入歳出予算の総額

は、歳入歳出それぞれ５億５，３４９万２，０００円と定めるものであります。

それでは、主なものについて歳出からご説明申し上げます。４１０ページをお開き願い

ます。１款総務費、１項１目一般管理費で対前年比７０万８，０００円の減は、主にアン

ダーラインを付しております基幹系端末に対応した電算システム改修委託料２８万５，０

００円、被保険者証送付のための被保険者証等封入封緘委託料６万８，０００円の皆増が

ありますが、２４年度に実施した住民基本台帳法改正によるシステム改修委託料が皆減さ
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れたことによるものであります。

４１２ページをお開き願います。２款後期高齢者医療広域連合納付金、１項１目後期高

齢者医療広域連合納付金で６２５万６，０００円の増は、事務費分負担金及び保険基盤安

定分負担金で減となるものの、療養給付費分負担金で医療費増加分の１，５９３万１，０

００円が増となることによるものであります。

４１４ページをお開き願います。３款保健事業費、１項１目健康保持増進事業費で８６

万２，０００円の増は、主に健診項目の増に伴う後期高齢者健康診査委託料の増によるも

のであります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては３９７ページ、総括でご説明させていた

だきます。１款後期高齢者医療保険料は２億２，０１６万３，０００円で、対前年比４０

万１，０００円の減は、主に所得割賦課対象額の減によるものであります。

３款繰入金は３億３，０９８万６，０００円で、対前年比６２６万３，０００円の増は、

療養給付費分の一般会計繰入金の増によるものであります。

５款諸収入は２３４万１，０００円で、対前年比５４万９，０００円の増は、主に健康

診査の増に伴う受託事業収入の増によるものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 建設部長。

〇建設部長 金田芳一君 （登壇） 議案第９号 平成２５年度砂川市下水道事業特別会

計予算についてご説明申し上げます。

予算書の２９１ページをお開き願います。第１条は、歳入歳出予算であり、歳入歳出予

算の総額は、歳入歳出それぞれ９億８，５３３万７，０００円と定めるものであります。

第２条は、地方債であり、２９４ページ、第２表、地方債に記載のとおり、限度額を３

億２，０７０万円と定めるものであります。

第３条は、一時借入金であり、一時借入金の借り入れ最高額を３億円と定めるものであ

ります。

予算の主な内容につきましては、３１２ページの歳出から前年度予算との比較でご説明

いたします。１款下水道費、１項１目一般管理費３３７万８，０００円の減は、一つ丸、

一般管理事務に要する経費で起債償還金への繰入金充当減による消費税３３５万５，００

０円の減が主なものであります。

２目維持管理費７５２万９，０００円の増は、一つ丸、下水道管渠維持管理に要する経

費で３１５ページ、計画停電対応に伴うポンプ場維持管理委託料１８８万円の増と、空知

太西地区の水害対策として公共下水道公共枡取りかえ修繕工事費２５０万円の増及び中空

知広域水道企業団の料金システム更新に伴う下水道使用料算定等事務委託負担金３９５万

８，０００円の増が主なものであります。

３目水洗化促進費は、前年度と同額であります。
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３１６ページをお開き願います。４目公共下水道整備事業費８，９４１万３，０００円

の増は、二重丸、公共下水道整備事業費で工事費９，６８０万円の増と委託料で７８４万

円の減及び工事施行に伴う補償費２０万円の増が主なものであります。本年度の事業につ

きましては、説明欄に記載のとおり交付金事業として空知太中継ポンプ場の電気、機械設

備の更新工事が１本と雨水管渠新設工事が１本で、延長２０７メートルの実施を予定して

おります。また、委託料では空知太中継ポンプ場改築工事及び雨水管渠新設工事に伴う建

設資材等単価調査委託と、雨水排水計画の見直しに伴う計画策定調査委託及び老朽管渠調

査委託を予定しております。

３１８ページをお開き願います。５目流域下水道整備事業費８５２万５，０００円の減

は、一つ丸、流域下水道整備事業費で北海道が施行する流域下水道整備事業費の減に伴う

流域下水道整備工事負担金８６５万７，０００円の減が主なものであります。

３２０ページをお開き願います。２款個別排水処理事業費、１項１目個別排水処理事業

費５７万円の増は、一つ丸、維持管理に要する経費で合併処理浄化槽が昨年度当初より５

基ふえたことによる浄化槽維持管理委託料４４万３，０００円の増が主なものであります。

３２２ページをお開き願います。３款公債費、１項１目元金５，３７２万円の減は、一

つ丸、下水道地方債償還元金で過去に借り入れした起債償還の終了等による２，１１０万

６，０００円の減と、補償金免除繰上償還終了に伴う３，２４０万６，０００円の減及び

一つ丸、個別排水処理地方債償還元金で過去に借り入れした起債償還の終了等による２０

万８，０００円の減であります。

２目利子１，２８２万３，０００円の減は、起債残高の減少等による減であり、一つ丸、

下水道地方債償還利子で１，２７５万４，０００円の減及び一つ丸、個別排水処理地方債

償還利子で６万９，０００円の減であります。

次に、歳入につきましては２９５ページの総括でご説明いたします。１款分担金及び負

担金で９０万円の減は、個別排水処理施設分担金の納入完了に伴う減が主なものでありま

す。

２款使用料及び手数料で６７万３，０００円の減は、下水道使用料の滞納繰り越し分の

減が主なものであります。

３款国庫支出金で４，０１２万５，０００円の増は、交付金事業の増加によるものであ

ります。

４款繰入金は、下水道事業特別会計の収支調整のため一般会計からの繰り入れであり、

６７９万３，０００円の減は地方債償還金の減等により収支不足調整額が減少しているこ

とが主なものであります。

６款諸収入で４０万３，０００円の減は、水洗便所改造貸付金元利収入で貸付償還者の

減が主なものであります。

７款市債で１，３１０万円の減は、償還元金の減による資本費平準化債１，６５０万円
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の減と事業費の増による公共下水道整備事業債２，２３０万円の増、工事負担金の減によ

る流域下水道整備事業債８７０万円の減、公共下水道整備事業費の増に伴う過疎対策事業

債２，２２０万円の増及び補償金免除借換債３，２４０万円の減であります。

今度訂正をさせていただきます。２９５ページの９万円を９０万円と言い間違えました

ので、訂正をさせていただきます。

なお、３２６ページ以降は関連調書を添付しておりますので、お目通しをいただき、よ

ろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） 議案第１２号 平成２５年度砂川市病院事

業会計予算につきましてご説明申し上げます。

初めに、１ページをごらんください。第２条は、本年度の業務の予定量を（１）、病床

数５０６床、（２）、年間患者数は入院を１４万３，３３１人、外来を２６万１，２１７

人とし、（３）、１日平均患者数では入院を３９３人、外来を１，０６６人と予定したと

ころであります。（４）、主要な建設改良事業は、１、院舎改修事業、２、医療機械器具

整備事業を実施するものであります。

第３条は、収益的収入及び支出でありますが、病院事業収益を１１３億３７０万７，０

００円と定め、病院事業費用を１２６億９，６３２万１，０００円と定めるものでありま

す。

２ページをお開きください。第４条は、資本的収入及び支出でありますが、資本的収入

を７億７，３３０万７，０００円、資本的支出を１３億１，３０６万４，０００円と定め、

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５億３，９７５万７，０００円を過年度分

損益勘定留保資金で補填するものであります。

第５条は、企業債でありますが、医療機械器具整備事業として限度額を４億２０万円と

定めるものであります。起債の方法、利率、償還の方法はそれぞれ記載のとおりでありま

す。

第６条は、一時借入金の限度額を３億円と定めるものであります。

第７条は、議会の議決を経なければ流用することのできない経費を（１）、職員給与費

で６４億５，０１４万６，０００円、（２）、交際費で２５０万円と定めるものでありま

す。

第８条は、棚卸資産の購入限度額を１５億２，１８３万４，０００円と定めるものであ

ります。

第９条は、重要な資産の取得及び処分で、器械備品の資産として、がん温熱療法装置及

びハイブリッド手術室装置を取得するものであります。

４ページをお開きください。次に、主な内容のご説明を申し上げます。収益的収入であ

りますが、１項医業収益は前年度より２億７６９万９，０００円増の１０１億７，８０６
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万２，０００円を予定したところであります。この内容としましては、１目入院収益で前

年度より２億６，９０５万２，０００円増の７２億３，１６３万４，０００円で、１人当

たりの診療単価では前年度より９５５円増の５万４５４円を予定したところであります。

２目外来収益は、前年度より６，８８６万６，０００円減の２７億２，６３５万３，０

００円で、１人当たりの診療単価では前年度より２８８円減の１万４３７円を予定したと

ころであります。

３目その他医業収益は、前年度より７５１万３，０００円増の２億２，００７万５，０

００円を予定したところであります。

次に、２項医業外収益は、前年度より６６６万５，０００円減の１０億２，９９６万６，

０００円を予定したところであります。この内容としましては、１目受取利息配当金で前

年度より２０万４，０００円増の２３万３，０００円、２目補助金で前年度より２２６万

円増の６，３７０万８，０００円、６ページをお開きください、３目負担金交付金で国の

交付税算入に基づいた市からの繰入金を前年度より２，０８４万８，０００円減の８億４，

５０９万８，０００円、４目その他医業外収益で前年度より１，１７１万９，０００円増

の１億２，０９２万７，０００円を予定したものであります。

３項看護専門学校収益は、前年度より１５０万８，０００円減の８，５６０万円を予定

したところであります。

４項院内保育事業収益は、前年度より１３２万７，０００円増の９７７万９，０００円

を予定したところであります。

８ページをお開きください。５項特別利益は、前年度同様に３０万円を予定したところ

であります。

次に、１０ページをお開きください。収益的支出についてでありますが、１項医業費用

は前年度より２億７，４４８万１，０００円増の１２３億４，９５２万７，０００円を予

定したところであります。主な内容としましては、１目給与費で医師、看護師、医療技術

員等の職員採用に伴い、前年度より３億３，６０５万８，０００円増の６３億６，５０２

万９，０００円、２目材料費で医薬品のジェネリック化などにより、前年度より６，１７

４万４，０００円減の２８億７，２６２万円を予定したところであります。

１２ページをお開きください。３目経費は、光熱水費の減などにより前年度より７９１

万４，０００円減の１６億５，３１７万９，０００円を予定したところであります。

１４ページをお開きください。４目減価償却費は、新病院の建物に係る減価償却費が増

となったもので、前年度より１３５万４，０００円増の１３億９，２６１万３，０００円

を予定したところであります。

１６ページをお開きください。６目研究研修費は、認定資格取得など診療体制整備のた

めの研修受講等で、前年度より６７２万７，０００円増の６，６０８万５，０００円を予

定したところであります。
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２項医業外費用は、企業債利息の減によるもので、前年度より２１７万８，０００円減

の１億５，７４６万３，０００円を予定したところであります。

１８ページをお開きください。３項看護専門学校費用は、前年度より８万４，０００円

減の１億９０８万９，０００円を予定したところであります。

２０ページをお開きください。４項院内保育事業費用は、前年度より３３０万８，００

０円増の１，９９９万３，０００円を予定したところであります。

２２ページをお開きください。５項特別損失は、前年度より５，２５４万９，０００円

増の６，０２４万９，０００円を予定したところであります。主な内容としましては、３

目退職手当組合納付金で３年に１度の事前納付金精算において５，３８１万５，０００円

の増を予定したものであります。

２４ページをお開きください。資本的収入でありますが、１項企業債は医療機器購入に

係る借り入れ予定額で、前年度より２億３，８９０万円減の４億２０万円を予定したとこ

ろであります。

２項投資償還金は、１目長期貸付金償還金で、看護学生学資貸付金償還者の減で前年度

より５７万９，０００円減の８５３万５，０００円を予定したところであります。

３項補助金は、２目道補助金で救命救急センター機能強化事業補助金及び地域医療広域

連携推進事業費補助金で１億円を予定したところであります。

４項出資金は、国の交付税算入に基づいた市からの出資金で、繰り入れ基準である企業

債元金償還金の増により、前年度より８，２５６万５，０００円増の２億６，４５７万１，

０００円を予定したところであります。

２６ページをお開きください。資本的支出でありますが、１項建設改良費は改築事業の

終了により前年度より５億１，１６７万円減の５億７８９万９，０００円を予定したとこ

ろであります。内容としましては、２目院舎改修費でハイブリッド手術室実施設計費とし

て４９０万円、３目資産購入費でハイブリッド手術室装置など医療器械器具の整備を図る

もので、前年度より２億５，３２３万５，０００円増の５億２９９万９，０００円を予定

したものであります。

２項企業債償還金は、１目元金償還金で前年度より７，６１４万２，０００円増の７億

９，３８４万９，０００円を予定したところであります。

３項投資は、１目長期貸付金で看護学生への学資貸付金の貸付予定者を前年度より１名

増と見込んでいることから、前年度より２７万６，０００円増の１，１３１万６，０００

円を予定したところであります。

２８ページ以降は、財務諸表など予算に関連する資料であります。ご高覧いただきまし

てご審議を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 以上で各議案の提案説明を終わります。
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◎休会の件について

〇議長 東 英男君 お諮りします。

３月１５日は、議案調査等のため本会議を休会にしたいと思います。このことにご異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、３月１５日は休会することに決定しました。

◎散会宣告

〇議長 東 英男君 以上で本日の日程はすべて終了いたしました。

本日はこれで散会いたします。

散会 午後 ２時３８分


